
厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―1 
新 旧 

 
別紙 厚生年金基金財政運営基準 
 
（目次） 
第１～第２ （略） 
第３ 財政検証 
１ 収益及び費用の認識 
（１）～（２） （略） 
２～９ （略） 
第４～第１０ （略） 
 
第１ 用語の定義 
（略） 
（１）～（８） （略） 
（９）財政再計算 
掛金の算定の基礎となる基礎率を過去の実績及び将来の見通しに基づいて再

検討し、その結果により基金令第３３条第２項の基準に適合するよう掛金を

再計算することをいう。 
（１０） （略） 
（１１）財政計算 
基金設立時等の財政計算、財政再計算及び変更計算をいう。 
 
 
 

別紙 厚生年金基金財政運営基準 
 
（目次） 
第１～第２ （略） 
第３ 財政検証 
１ 収益および費用の認識 
（１）～（２） （略） 
２～９ （略） 
第４～第１０ （略） 
 
第１ 用語の定義 
（略） 
（１）～（８） （略） 
（９）財政再計算 
掛金の算定の基礎となる基礎率を過去の実績および将来の見通しに基づい

て再検討し、その結果により基金令第３３条第２項の基準に適合するよう掛

金を再計算することをいう。 
（１０） （略） 
（１１）財政計算 
基金設立時等の財政計算、財政再計算および変更計算をいう。 
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（１２）財政検証 
毎事業年度の決算において、当該事業年度末の積立金及び給付債務の推計等

に照らし、財政運営の健全性について検証することをいう。 
（１３）～（１４） （略） 
（１５）純資産額 
年金経理において、流動資産及び固定資産（時価）の合計額から、流動負債、

支払備金及び過剰積立金残高の合計額を控除した額をいう。 
（１６）～（２０） （略） 
（２１）過去期間代行給付現価 
法附則第３０条第２項に規定する過去期間代行給付現価をいう。 
（２２）企業型年金 
（略） 
（２３）資産管理機関 
（略） 
（２４）移換加入員 
（略） 
（２５）移換相当額 
（略） 

 
 
 
（２６） （略） 

（１２）財政検証 
毎事業年度の決算において、当該事業年度末の積立金および給付債務の推計

等に照らし、財政運営の健全性について検証することをいう。 
（１３）～（１４） （略） 
（１５）純資産額 
年金経理において、流動資産および固定資産（時価）の合計額から、流動負

債、支払備金および過剰積立金残高の合計額を控除した額をいう。 
（１６）～（２０） （略） 
 
 
（２１）企業型年金 
（略） 
（２２）資産管理機関 
（略） 
（２３）移換加入員 
（略） 
（２４）移換相当額 
（略） 
（２５）移換限度額 
確定拠出年金法施行令（平成１３年政令第２４８号）第２３条の規定に基づ

き計算した額をいう。 
（２６） （略） 
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第２ （略） 
 
第３ 財政検証 
１ 収益及び費用の認識 
（１）認識の考え方 
収益及び費用の認識は原則として発生主義によること。したがって、たとえ

ば、基準日において徴収日が到来していなくても、掛金又は徴収金を徴収す

る権利が発生した時点でこれを収益と認識し、また、支払日が到来していな

くても、給付を支払う義務が発生した時点でこれを費用と認識すること。 
（２）勘定科目 
収益及び費用の認識は、別添１の勘定科目説明による勘定科目ごとに行なう

こと。 
２ 資産の評価 
（１）用語の定義 
（略） 
ア～イ （略） 
 
 
 
 
 
 
 

第２ （略） 
 
第３ 財政検証 
１ 収益および費用の認識 
（１）認識の考え方 
収益および費用の認識は原則として発生主義によること。したがって、たと

えば、基準日において徴収日が到来していなくても、掛金または徴収金を徴

収する権利が発生した時点でこれを収益と認識し、また、支払日が到来して

いなくても、給付を支払う義務が発生した時点でこれを費用と認識すること。 
（２）勘定科目 
収益および費用の認識は、別添１の勘定科目説明による勘定科目ごとに行な

うこと。 
２ 資産の評価 
（１）用語の定義 
（略） 
ア～イ （略） 
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ウ 期中収支差 
現金主義に基づく当該事業年度における掛金収入、受換金、負担金、返納金

（給付費の過誤払等の返納金）、返還金（法第１３６条により準用する法第４

０条の２の規定に基づく徴収金）及び受入金の合計額（当該事業年度末にお

ける未収分を除き、その前事業年度末における未収分のうち当該事業年度に

おいて収入のあったものを含む。）から、現金主義に基づく当該事業年度の給

付費、移換金、拠出金、業務委託費、年金財政コンサルティング料、指定年

金数理人費、特別法人税、政府負担金返納金、給付現価交付金返納金及び繰

入金の合計額（当該事業年度末における未払分を除き、その前事業年度末に

おける未払分のうち当該事業年度において支払のあったものを含む。）を控除

した額をいう。 
エ （略） 
オ 運用コスト 
当該事業年度に係る固有の信託報酬、固有の保険事務費、投資顧問料、保護

預り手数料及び運用コンサルティング料の合計額をいう。 
カ （略） 
キ 時価ベース収益 
当該事業年度の損益計算書における運用収益から固有の信託報酬、固有の保

険事務費、投資顧問料、保護預り手数料、運用コンサルティング料及び運用

損失の合計額を控除した額をいう。 
ク～サ （略） 

ウ 期中収支差 
現金主義に基づく当該事業年度における掛金収入、受換金、負担金、返納金

（給付費の過誤払等の返納金）、返還金（法第１３６条により準用する法第４

０条の２の規定に基づく徴収金）および受入金の合計額（当該事業年度末に

おける未収分を除き、その前事業年度末における未収分のうち当該事業年度

において収入のあったものを含む。）から、現金主義に基づく当該事業年度の

給付費、移換金、拠出金、業務委託費、年金財政コンサルティング料、指定

年金数理人費、特別法人税、政府負担金返納金および繰入金の合計額（当該

事業年度末における未払分を除き、その前事業年度末における未払分のうち

当該事業年度において支払のあったものを含む。）を控除した額をいう。 
 
エ （略） 
オ 運用コスト 
当該事業年度に係る固有の信託報酬、固有の保険事務費、投資顧問料、保護

預り手数料および運用コンサルティング料の合計額をいう。 
カ （略） 
キ 時価ベース収益 
当該事業年度の損益計算書における運用収益から固有の信託報酬、固有の保

険事務費、投資顧問料、保護預り手数料、運用コンサルティング料および運

用損失の合計額を控除した額をいう。 
ク～サ （略） 
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（２）財政運営上の資産の評価 
（略） 
ア 評価の方式 
固定資産の財政運営上の評価の方式は、時価を基準としつつその短期的な変

動を平滑化する数理的評価による方式、その数理的評価額と時価のいずれか

低い方の額による方式又は時価による方式のいずれかとすること。 
イ （略） 
ウ 時価との乖離 
前記アとイに定めるところにより基金においてあらかじめ定めた方式による

固定資産の数理的評価額が、時価との許容乖離幅を超えて時価から乖離した

場合には、評価額は、当該許容乖離幅に相当する額を時価に加えた額又は時

価から控除した額のうち、当該方式による評価額に近い方の額（財政運営上

の評価の方式を数理的評価額と時価のいずれか低い方の額による方式として

いる場合において、数理的評価額が時価を上回っているときには時価）とす

ること。 
（３）～（５） （略） 
（６）評価方法の決定と変更 
（略） 
ア 基金が合併又は分割するとき 
イ～エ （略） 
（７） （略） 
３ 債務の評価 
（１）～（２） （略） 

（２）財政運営上の資産の評価 
（略） 
ア 評価の方式 
固定資産の財政運営上の評価の方式は、時価を基準としつつその短期的な変

動を平滑化する数理的評価による方式、その数理的評価額と時価のいずれか

低い方の額による方式または時価による方式のいずれかとすること。 
イ （略） 
ウ 時価との乖離 
前記アとイに定めるところにより基金においてあらかじめ定めた方式による

固定資産の数理的評価額が、時価との許容乖離幅を超えて時価から乖離した

場合には、評価額は、当該許容乖離幅に相当する額を時価に加えた額または

時価から控除した額のうち、当該方式による評価額に近い方の額（財政運営

上の評価の方式を数理的評価額と時価のいずれか低い方の額による方式とし

ている場合において、数理的評価額が時価を上回っているときには時価）と

すること。 
（３）～（５） （略） 
（６）評価方法の決定と変更 
（略） 
ア 基金が合併または分割するとき 
イ～エ （略） 
（７） （略） 
３ 債務の評価 
（１）～（２） （略） 
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（３）給付債務及び未償却過去勤務債務残高 
ア 数理債務 
原始数理債務を、総給付現価から規約上の標準掛金（基本部分にあっては規

約上の標準掛金又は当該規約上の掛金の基礎とした後記第４の３の（５）の

アに定める標準掛金のいずれか小さいもの）による掛金収入現価及び政府負

担金の現価の合計額を控除した額と定め、数理債務は原始数理債務から代行

部分過去給付現価（代行部分（政府負担金部分を除く。）の総給付現価から将

来期間に係る給付現価を控除したものをいう。以下同じ）を控除したものと

すること。この場合において、総給付現価の算定の基礎となる給付額は、す

でに受給権の裁定が行われた者については裁定額とし、その他の場合には規

約に基づき推計した額とすること。また、総給付現価及び収入現価の算定対

象は次のとおりにすること。 
（ア）～（オ） （略） 
イ （略） 
（４）その他 
ア 流動負債及び支払備金は、基準日において支払義務を負っている（義務

を負うことが確実であるものを含む。）が支払が未了のものを計上すること。 
イ （略） 
４ 責任準備金 
責任準備金は、数理債務、最低責任準備金及び資産評価調整控除額の合計額

から、資産評価調整加算額及び未償却過去勤務債務残高の合計額を控除した

額とすること。 
 

（３）給付債務及び未償却過去勤務債務残高 
ア 数理債務 
数理債務は、総給付現価から規約上の標準掛金による掛金収入現価及び政府

負担金の現価の合計額を控除した額とすること。この場合において、総給付

現価の算定の基礎となる給付額は、すでに受給権の裁定が行われた者につい

ては裁定額とし、その他の場合には規約に基づき推計した額とすること。ま

た、総給付現価及び収入現価の算定対象は次のとおりにすること。 
 
 
 
 
 
（ア）～（オ） （略） 
イ （略） 
（４）その他 
ア 流動負債および支払備金は、基準日において支払義務を負っている（義

務を負うことが確実であるものを含む。）が支払が未了のものを計上すること。 
イ （略） 
４ 責任準備金 
責任準備金は、数理債務及び資産評価調整控除額の合計額から、資産評価調

整加算額及び未償却過去勤務債務残高の合計額を控除した額とすること。 
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５ 最低責任準備金 

最低責任準備金は、財政検証の基準日を解散日とみなして「厚生年金保険法

第８５条の２に規定する責任準備金に相当する額の算出方法に関する特例を

定める件（平成１１年厚生省告示第１９２号）」により算出した額とすること。 
 
６ （略） 
７ 積立上限額 
（１）積立上限額 
（略） 
① 次のア～ウの要件を満たす基礎率を用いて計算された当該事業年度の末
日における規約上の標準掛金を用いて求めた原始数理債務の額 
ア～ウ （略） 
② （略） 
（２）積立上限額に係る財政検証 
当該事業年度の末日において、数理上資産額が規約上の標準掛金を用いて求

めた原始数理債務の額（第４の３の（５）のイの次回の財政再計算までに発

生する積立不足の予想額がある場合は当該予想額を控除した額）と最低積立

基準額のいずれか大きい額に１．５を乗じて得た額を下回る場合にあっては、

前記（１）に規定する積立上限額を計算することを要しないこと。 
 
 
 

５ 最低責任準備金 
最低責任準備金は、「厚生年金保険法第８５条の２に規定する責任準備金に相

当する額の算出方法を定める告示（昭和５０年厚生省告示第３２号）」により

算出した額とすること。この場合において、同告示中「解散した日」とある

のは、「財政検証の基準日」と読み替えること。 

６ （略） 
７ 積立上限額 
（１）積立上限額 
（略） 
① 次のア～ウの要件を満たす基礎率を用いて計算された当該事業年度の末
日における数理債務の額 
ア～ウ （略） 
② （略） 
（２）積立上限額に係る財政検証 
当該事業年度の末日において、数理上資産額が前記３の（３）のアに掲げる

方法により計算した数理債務の額（第４の３の（５）のイの次回の財政再計

算までに発生する積立不足の予想額がある場合は当該予想額を控除した額）

と最低積立基準額のいずれか大きい額に１．５を乗じて得た額を下回る場合

にあっては、前記（１）に規定する積立上限額を計算することを要しないこ

と。 
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８ 財政検証の方法 
毎事業年度の末日を基準日として、前記２～６に定めるところにより行った

資産及び債務の評価等に基づいて、当該基準日現在の財政状況が次の第４の

１の（３）のオ又はカに定める場合に該当するかどうかを検証すること。ま

た、このほか、財政運営の健全性確保のための早期見直しの必要性について、

年金数理人の助言を踏まえ主体的に検討を行うこと。 
９ 年金数理人の確認 
（１）（略） 
（２）年金数理人の確認 
前記（１）に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金数理に

基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式によ

り、年金数理人の確認及び署名押印を得ることとし、基金規則第７５条第２

項に規定する年金数理人の所見を添付すること。この場合、確認を求める年

金数理人に対し、貸借対照表、損益計算書及び附属明細書を参考資料として

提示すること。 
第４ 財政計算 
１ 財政計算を行うべき場合 
（１）～（２） （略） 
（３）変更計算 
ア 給付の変更 
年金たる給付又は一時金たる給付の変更に係る規約の変更の認可申請を行う

場合（当該規約変更の内容が直前に報告された財政計算に反映されている場

合及びク又はケに該当する場合を除く。） 

８ 財政検証の方法 
毎事業年度の末日を基準日として、前記２～６に定めるところにより行った

資産および債務の評価等に基づいて、当該基準日現在の財政状況が次の第４

の１の（３）のオまたはカに定める場合に該当するかどうかを検証すること。

また、このほか、財政運営の健全性確保のための早期見直しの必要性につい

て、年金数理人の助言を踏まえ主体的に検討を行うこと。 
９ 年金数理人の確認 
（１）（略） 
（２）年金数理人の確認 
前記（１）に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金数理に

基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様式によ

り、年金数理人の確認および署名押印を得ることとし、基金規則第７５条第

２項に規定する年金数理人の所見を添付すること。この場合、確認を求める

年金数理人に対し、貸借対照表、損益計算書および附属明細書を参考資料と

して提示すること。 
第４ 財政計算 
１ 財政計算を行うべき場合 
（１）～（２） （略） 
（３）変更計算 
ア 給付の変更 
年金たる給付又は一時金たる給付の変更に係る規約の変更の認可申請を行う

場合（当該規約変更の内容が直前に報告された財政計算に反映されている場

合及びクまたはケに該当する場合を除く。） 
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イ （略） 
ウ 定年延長 
設立事業所の全部又は一部において定年延長が行われた場合 
エ （略） 
オ 責任準備金の確保 
（略） 
（ア） （略） 
ａ （略） 
ｂ １０００分の７．７に、基金のプラスアルファの水準（％）に１００を

加えた値を１５０（平成１７年４月１日前に設立された基金（同日以後に当

該基金が合併し、又は分割したことにより設立された基金を含む。）にあって

は１１０）で除した率を乗じた率を上限として、基金においてあらかじめ定

めた率 
（イ）～（ウ） （略） 
カ 最低積立基準額及び最低責任準備金の確保 
財政検証の基準日において、純資産額が最低積立基準額（平成１９年３月３

１日までの日を基準日とする財政計算においては、最低積立基準額に０．９

を乗じて得た額。）又は最低責任準備金の１０５％のいずれか大きい額を下回

った場合であって、次のいずれにも該当しない場合（国民年金法等の一部を

改正する法律（平成１６年法律第１０４号）第８条の規定による改正前の法

附則第３０条第１項又は法附則第３２条第１項（以下「法附則第３２条第１

項等」という。）の認可を受けて「厚生年金基金の解散及び移行認可について

（平成９年３月３１日年発第１６８２号）」の別紙厚生年金基金解散・移行

イ （略） 
ウ 定年延長 
設立事業所の全部または一部において定年延長が行われた場合 
エ （略） 
オ 責任準備金の確保 
（略） 
（ア） （略） 
ａ （略） 
ｂ １０００分の７．７に、基金のプラスアルファの水準（％）に１００を

加えた値を１１０で除した率を乗じた率を上限として、基金においてあらか

じめ定めた率 

 
 
（イ）～（ウ） （略） 
カ 最低積立基準額及び最低責任準備金の確保 
財政検証の基準日において、純資産額が最低積立基準額（平成１９年３月３

１日までの日を基準日とする財政計算においては、最低積立基準額に０．９

を乗じて得た額。）又は最低責任準備金の１０５％のいずれか大きい額を下回

った場合であって、次のいずれにも該当しない場合（法附則第３０条第１項

の認可を受けて「厚生年金基金の解散及び移行認可について（平成９年３月

３１日年発第１６８２号）」の別紙「厚生年金基金解散・移行認可基準」第５

の２の（１）に規定する計画（次の５に基づき変更を行った後の計画を含む。

以下「積立計画」という。）を実施している場合を除く。） 
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認可基準第５の２の（１）に規定する計画（次の５に基づき変更を行った後

の計画を含む。以下「積立計画」という。）を実施している場合を除く。） 
（ア）～（イ） （略） 
キ～コ （略） 
サ  法附則第３２条第１項等の認可を受けた基金に係る積立金の確保 
法附則第３２条第１項等の認可を受けて積立計画を実施している場合であっ

て、財政検証の基準日において、当該積立計画の達成が困難と認められるこ

とにより当該積立計画を変更する必要がある場合 
２ （略） 
３ 掛金の算定方法 
（１） （略） 
（２）基礎率 
標準掛金、原始数理債務及び数理債務の算定に用いる基礎率は、次の各号に

定めるところにより、各基礎率相互の関係に十分留意して設定すること。な

お、変更計算においては、特段の支障がない限り、直前の財政計算で使用し

たものをそのまま用いることができること。 
ア～イ （略） 
ウ 予定脱退率は、過去３年間以上の実績及び将来の見通しに基づいて算定

すること。 
エ～ク （略） 
（３）～（４） （略） 
（５）数理上掛金及び規約上掛金 
ア 数理上掛金の算定方法 

 
 
（ア）～（イ） （略） 
キ～コ （略） 
サ  法附則第３０条第１項の認可を受けた基金に係る積立金の確保 
法附則第３０条第１項の認可を受けて積立計画を実施している場合であって、

財政検証の基準日において、当該積立計画の達成が困難と認められることに

より当該積立計画を変更する必要がある場合 
２ （略） 
３ 掛金の算定方法 
（１） （略） 
（２）基礎率 
標準掛金及び数理債務の算定に用いる基礎率は、次の各号に定めるところに

より、各基礎率相互の関係に十分留意して設定すること。なお、変更計算に

おいては、特段の支障がない限り、直前の財政計算で使用したものをそのま

ま用いることができること。 
ア～イ （略） 
ウ 予定脱退率は、過去３年間以上の実績および将来の見通しに基づいて算

定すること。 
エ～ク （略） 
（３）～（４） （略） 
（５）数理上掛金及び規約上掛金 
ア 数理上掛金の算定方法 
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（略） 
（ア） （略） 
ａ （略） 
ｂ 未償却過去勤務債務残高は、数理債務及び最低責任準備金の合計額から、

前記（４）に定めるところにより算定した資産額の合計額を控除した額とす

ること。 
 
ｃ （略） 
（イ）基金令第２３条第３号に規定する方法（以下「加算型」という。） 
ａ～ｂ （略） 
ｃ 未償却過去勤務債務残高は、加算部分の数理債務から前記ｂに定めると

ころにより算定した加算部分に充てる資産額の合計額を控除した額とするこ

と。 
 
ｄ （略） 
ｅ なお、前記ｂ～ｄに定めるところによらず、基本部分と加算部分に区分

して特別掛金を算定することができること。この場合、直前の財政検証の基

準日における基本部分と加算部分の数理債務及び最低責任準備金から未償却

過去勤務債務残高を控除した額の比などの合理的な比率によって資産額を配

分し、前記ｃとｄに定めるところに準じて基本部分と加算部分の未償却過去

勤務債務残高を算定すること。 
 
 

（略） 
（ア） （略） 
ａ （略） 
ｂ 未償却過去勤務債務残高は、総給付現価から、前記 aに定めるところに
より算定した数理上掛金に基づく規約上の標準掛金による掛金収入現価、政

府負担金現価及び前記（４）に定めるところにより算定した資産額の合計額

を控除した額とすること。 
ｃ （略） 
（イ）基金令第２３条第３号に規定する方法（以下「加算型」という。） 
ａ～ｂ （略） 
ｃ 未償却過去勤務債務残高は、加算部分の総給付現価から、前記ａに定め

るところにより算定した数理上掛金に基づく規約上の加算部分の標準掛金に

よる掛金収入現価及び前記ｂに定めるところにより算定した加算部分に充て

る資産額の合計額を控除した額とすること。 
ｄ （略） 
ｅ なお、前記ｂ～ｄに定めるところによらず、基本部分と加算部分に区分

して特別掛金を算定することができること。この場合、直前の財政検証の基

準日における基本部分と加算部分の数理債務から未償却過去勤務債務残高を

控除した額の比などの合理的な比率によって資産額を配分し、前記ｃとｄに

定めるところに準じて基本部分と加算部分の未償却過去勤務債務残高を算定

すること。 
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イ～ウ （略） 
（６）～（８） （略） 
（９）留意事項 
ア （略） 
イ 規約上掛金は、標準掛金、特別掛金及び特例掛金に区分して定め、原則

として、上記に定めるところにより算出した数理上掛金を千分率で小数点以

下を四捨五入したものとすること。 
なお、上記により算定した、代行型及び共済型の基金の掛金率又は加算型の

基金の基本部分の標準掛金に係る掛金率（以下「基本標準掛金率」という。）

が免除保険料率を下回っているとき（法附則第３２条第１項等の認可を受け

た基金を除く。）は、当該免除保険料率を基本標準掛金率とすること（以下こ

の項で、この措置を「掛金の切上げ」という。）。 
ただし、従前の規約上の基本標準掛金率が当該免除保険料率を上回ってい

るときには、従前の規約上の基本標準掛金率に掛金の算定前後の数理上の標

準掛金率の差の分を増減したものを算定後の規約上の基本標準掛金率とする

ことができること（ただし、この基本標準掛金率は、当該免除保険料率を下

回ることはできず、かつ、当該免除保険料率を上回る場合には当該上回る部

分を前記第３の３の（３）のアの原始数理債務を求める標準掛金に含めるこ

とはできない。）。 
また、掛金の切上げ前の規約上の標準掛金となるべきものが当該掛金の基

礎となる数理上掛金に基づけば従前の基本部分の規約上の標準掛金より引き

下げることができる場合において従前の基本部分の規約上の標準掛金に据え

置くこと（以下この項で「据置き」という。）によりその基礎となった数理 

イ～ウ （略） 
（６）～（８） （略） 
（９）留意事項 
ア （略） 
イ 規約上掛金は、標準掛金、特別掛金及び特例掛金に区分して定め、原則

として、上記に定めるところにより算出した数理上掛金を千分率で小数点以

下を四捨五入したものとすること。 
なお、上記により算定した、代行型及び共済型の基金の掛金率又は加算型の

基金の基本部分に係る掛金率（以下「基本掛金率」という。）が免除保険料率

を下回っているとき（法附則第３０条第１項の認可を受けた基金を除く。）は、

当該免除保険料率を基本掛金率とすること。この場合において、当該財政計

算と同時に代行保険料率を算定した場合には、当該代行保険料率を千分率で 
小数点以下を四捨五入した値（ただし、その値が１０００分の３０を上回っ

ている場合は１０００分の３０、１０００分の２４を下回っている場合は１

０００分の２４とすること。）が免除保険料率であるものとして、基本掛金率

を定めること。 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―13 
新 旧 

 
上掛金率を上回るとき（以下この項で、この上回る分を「掛金差」という。）

には、掛金の切上げ後の基本標準掛金率に掛金差を限度とした千分率で整数

値を上乗せしたものを基本標準掛金率とすることができること（なお、これ

による基本部分の標準掛金の増加分は前記第３の３の（３）のアの原始数理

債務を求める標準掛金に含めることができる。）。この場合において、当該財

政計算と同時に代行保険料率を算定した場合には、当該代行保険料率を千分

率で小数点以下を四捨五入した値（ただし、その値が１０００分の５０を上

回っている場合は１０００分の５０、１０００分の２４を下回っている場合

は１０００分の２４とすること。）が免除保険料率であるものとして、基本標

準掛金率を定めること。  
４ 最低積立基準額及び最低責任準備金の確保 
（略） 
（１） （略） 
（２）積立水準の回復計画を作成して積立不足を解消する方法 
① （略） 
② 積立水準の回復計画に用いる利率 
ア （略） 
イ 最低積立基準額 
（ア）プラスアルファ部分 
プラスアルファ部分の最低積立基準額の将来予測において、前記第３の６の

（２）のアの現価相当額の算定に用いる予定利率の前提は、直前の財政検証

で用いた予定利率、財政検証の基準日の属する事業年度の翌事業年度の財政

検証に用いる予定利率又は連合会における代行加算年金の予定利率を勘案し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 最低積立基準額及び最低責任準備金の確保 
（略） 
（１） （略） 
（２）積立水準の回復計画を作成して積立不足を解消する方法 
① （略） 
② 積立水準の回復計画に用いる利率 
ア （略） 
イ 最低積立基準額 
プラスアルファ部分の最低積立基準額の将来予測において、前記第３の６の

（２）のアの現価相当額の算定に用いる予定利率の前提は、直前の財政検証

で用いた予定利率、財政検証の基準日の属する事業年度の翌事業年度の財政

検証に用いる予定利率又は連合会における代行加算年金の予定利率を勘案し

て別に定める率のうち最も大きい率を上回らないものとすること。 
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て別に定める率のうち最も大きい率を上回らないものとすること。 
（イ）代行部分 
最低責任準備金の将来予測に用いる厚生保険特別会計の年金勘定に係る積立

金の運用利回りの前提は、原則として利用可能である直近の事業年度の実績 
又は法第２条の４第１項に規定する財政の現況及び見通しにおける運用利回

りの前提のいずれか小さいものを下回らないものとすること。 
③～④ （略） 
５  法附則第３２条第１項等の認可を受けた基金に係る積立金の確保 
前記１の（３）のサに該当する基金は、原則として、法附則第３２条第１項

等の認可を受けるときに作成した積立計画において定めた期限までに純資産

額が最低責任準備金以上となることが見込まれるように計画を変更し、基準

日の翌々日から起算して１か年以内に当該計画を実施すること。 
６ 年金数理人の確認 
（１）数理に関する書類 
ア～イ （略） 
ウ 掛金の算出の基礎を示した書類 
基金設立時等の財政計算の内容は、基金規則第１条第２号、同第４条第２項

第２号又は同第５条第２項第２号に規定する掛金の算出の基礎を示した書類

として、別添２の様式一覧に定める書類に記入すること。 
（２）年金数理人の確認 
前記（１）の各号に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金

数理に基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様

式により、年金数理人の確認及び署名押印を得ることとし、基金規則第７５ 

 
 
 
 
 
 
③～④ （略） 
５  法附則第３０条第１項の認可を受けた基金に係る積立金の確保 
前記１の（３）のサに該当する基金は、原則として、法附則第３０条第１項

の認可を受けるときに作成した積立計画において定めた期限までに純資産額

が最低責任準備金以上となることが見込まれるように計画を変更し、基準日

の翌々日から起算して１か年以内に当該計画を実施すること。 
６ 年金数理人の確認 
（１）数理に関する書類 
ア～イ （略） 
ウ 掛金の算出の基礎を示した書類 
基金設立時等の財政計算の内容は、基金規則第１条第２号、同第４条第２項

第２号または同第５条第２項第２号に規定する掛金の算出の基礎を示した書

類として、別添２の様式一覧に定める書類に記入すること。 
（２）年金数理人の確認 
前記（１）の各号に定める書類の提出にあたっては、当該書類が適正な年金

数理に基づいて作成されていることについて、別添２の様式一覧に定める様

式により、年金数理人の確認および署名押印を得ることとし、基金規則第７
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条第２項に規定する年金数理人の所見を添付すること。 
また、年金数理人自身が財政再計算を行った場合には、基金規則第３２条の

２第３号の規定による所見と併せて記入することができること。 
 
７ 財政計算結果の取扱い 
（１） （略） 
（２）書類の提出方法 
ア 財政再計算報告書は、代議員会の承認を得た上で、基準日の翌日から起

算して８か月以内に厚生労働大臣に提出すること。なお、前記６の（２）に

ついては、別綴じにして提出すること。 
イ～ウ （略） 
エ 前記イとウにかかわらず、前記１の（３）のオ、カ、サのいずれかに該

当する場合は、該当することとなった財政検証の基準日の翌日から起算して

１１か月以内に、規約変更の認可申請を行うか、その必要がない場合には変

更計算報告書を厚生労働大臣に提出すること。 
また、前記１の（３）のカに該当する場合であって、前記４の（２）に掲げ

る方法により積立水準の回復計画を作成しているときは、積立水準の回復が

なされるまでの間、毎事業年度の財政検証に併せて、積立水準の回復計画の

実施状況を別添２の様式一覧に定める様式により報告すること。 
なお、法附則第３２条第１項等の認可を受けて積立計画を実施している場合

にあっては、毎事業年度の財政検証に併せて、最低責任準備金の積立ての計

画の実施状況及び変更状況を別添２の様式一覧に定める様式により報告する

こと。 

５条第２項に規定する年金数理人の所見を添付すること。 
また、年金数理人自身が財政再計算を行った場合には、基金規則第３２条の

２第３号の規定による所見と併せて記入することができること。 
 
７ 財政計算結果の取扱い 
（１） （略） 
（２）書類の提出方法 
ア 財政再計算報告書は、代議員会の承認を得た上で、基準日の翌日から起

算して８か月以内に厚生労働大臣に提出すること。なお、前記５の（２）に

ついては、別綴じにして提出すること。 
イ～ウ （略） 
エ 前記イとウにかかわらず、前記１の（３）のオ、カ、サのいずれかに該

当する場合は、該当することとなった財政検証の基準日の翌日から起算して

１１か月以内に、規約変更の認可申請を行うか、その必要がない場合には変

更計算報告書を厚生労働大臣に提出すること。 
また、前記１の（３）のカに該当する場合であって、前記４の（２）に掲げ

る方法により積立水準の回復計画を作成しているときは、積立水準の回復が

なされるまでの間、毎事業年度の財政検証に併せて、積立水準の回復計画の

実施状況を別添２の様式一覧に定める様式により報告すること。 
なお、法附則第３０条第１項の認可を受けて積立計画を実施している場合に

あっては、毎事業年度の財政検証に併せて、最低責任準備金の積立ての計画

の実施状況及び変更状況を別添２の様式一覧に定める様式により報告するこ

と。 
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第５ 別途積立金 
１ とりくずすことができる場合 
別途積立金は、年金経理において不足金を生じたため当該不足金に充当する 
場合のほか、財政計算を行うときに前記第４の３の（４）に定める資産額に 
繰り入れる場合、将来の給付改善の費用に充てるため給付改善準備金に繰り

入れる場合及び年金経理から業務経理へ繰入れを行うため繰入準備金に繰り

入れる場合にとりくずすことができること。 
２ とりくずすことができる額 
別途積立金のとりくずしの可否及びとりくずし額は、年金経理における不足

金に充当する場合を除き、基金の財政状況及び将来の給付改善の見通し等を

考慮して判断すること。 
３ 年金数理人の確認等 
別途積立金をとりくずした場合、その内容は、年金経理における不足金に充

当する場合を除き、基金規則第４８条第４項に規定する別途積立金のとりく

ずしの処分を示した書類として、別添２の様式一覧に定める書類に記入する

こと。また、当該書類が適正な年金数理に基づいて作成されていることにつ

いて、別添２の様式一覧に定める様式により、年金数理人の確認及び署名押

印を得ること。 

 
 
 
 

第５ 別途積立金 
１ とりくずすことができる場合 
別途積立金は、年金経理において不足金を生じたため当該不足金に充当する 
場合のほか、財政計算を行うときに前記第４の３の（４）に定める資産額に 
繰り入れる場合、将来の給付改善の費用に充てるため給付改善準備金に繰り

入れる場合および年金経理から業務経理へ繰入れを行うため繰入準備金に繰

り入れる場合にとりくずすことができること。 
２ とりくずすことができる額 
別途積立金のとりくずしの可否およびとりくずし額は、年金経理における不

足金に充当する場合を除き、基金の財政状況および将来の給付改善の見通し

等を考慮して判断すること。 
３ 年金数理人の確認等 
別途積立金をとりくずした場合、その内容は、年金経理における不足金に充

当する場合を除き、基金規則第４８条第４項に規定する別途積立金のとりく

ずしの処分を示した書類として、別添２の様式一覧に定める書類に記入する

こと。また、当該書類が適正な年金数理に基づいて作成されていることにつ

いて、別添２の様式一覧に定める様式により、年金数理人の確認および署名

押印を得ること。 
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４ 書類の提出方法 
別途積立金のとりくずしの処分を示した書類は、次の各号に応じて、それぞ

れ当該各号に掲げる書類に添付して厚生労働大臣に提出すること。 
（１） （略） 
（２）変更計算においてとりくずした場合 
変更計算基礎書類又は変更計算報告書 
（３）合併又は分割時にとりくずした場合 
合併又は分割の認可申請に際して提出する掛金の算出の基礎を示した書類。 
（４）給付改善準備金に繰り入れるためにとりくずした場合又は繰入準備金

に繰り入れるためにとりくずした場合 
責任準備金明細書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４ 書類の提出方法 
別途積立金のとりくずしの処分を示した書類は、次の各号に応じて、それぞ

れ当該各号に掲げる書類に添付して厚生労働大臣に提出すること。 
（１） （略） 
（２）変更計算においてとりくずした場合 
変更計算基礎書類または変更計算報告書 
（３）合併または分割時にとりくずした場合 
合併または分割の認可申請に際して提出する掛金の算出の基礎を示した書類。 
（４）給付改善準備金に繰り入れるためにとりくずした場合または繰入準備

金に繰り入れるためにとりくずした場合 
責任準備金明細書 
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第６ 給付改善準備金 
１ （略） 
２ 繰入れの限度額 
給付改善準備金に繰り入れる額は、原則として、当該繰入れを行おうとする

事業年度の末日における数理上資産額及び未償却過去勤務債務残高の合計額

から数理債務、最低責任準備金、給付改善準備金及び繰入準備金の合計額を

控除した額を限度とすること。ただし、基金規約に給付改善準備金への組入

れ額に関する客観的な基準をあらかじめ定めている場合には、その基準に基

づく額を給付改善準備金に繰り入れることができること。 
３ 留意事項 
（１）～（２） （略） 
（３）給付改善準備金の積立は、基金の財政状況及び将来の給付改善の見通

し等を考慮して行うこと。 
第７ 年金経理から業務経理への繰入れ 
１～２ （略） 
３ 繰入れの限度額 
（１）前記２の（１）に該当する場合 
（略） 
ア 次期財政再計算における死亡率の改善に備えるものとして、死亡率の改

善を見込まずに算定した給付現価に別表４の左欄に掲げる区分に応じて右欄

に掲げる率を乗じた額の合計額（左欄に掲げる区分以外の給付設計を行って

いる場合は、これに準じた額） 

第６ 給付改善準備金 
１ （略） 
２ 繰入れの限度額 
給付改善準備金に繰り入れる額は、原則として、当該繰入れを行おうとする

事業年度の末日における数理上資産額及び未償却過去勤務債務残高の合計額

から数理債務、給付改善準備金及び繰入準備金の合計額を控除した額を限度

とすること。ただし、基金規約に給付改善準備金への組入れ額に関する客観

的な基準をあらかじめ定めている場合には、その基準に基づく額を給付改善

準備金に繰り入れることができること。 
３ 留意事項 
（１）～（２） （略） 
（３）給付改善準備金の積立は、基金の財政状況および将来の給付改善の見

通し等を考慮して行うこと。 
第７ 年金経理から業務経理への繰入れ 
１～２ （略） 
３ 繰入れの限度額 
（１）前記２の（１）に該当する場合 
（略） 
ア 次期財政再計算における死亡率の改善に備えるものとして、死亡率の改

善を見込まずに算定した給付現価に別表４の左欄に掲げる区分に応じて右欄

に掲げる率を乗じた額の合計額（左欄に掲げる区分以外の給付設計を行って

いる場合は、これに準じた額） 
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ただし、直前の財政検証において原始数理債務及び数理債務の算定基礎とし 
た予定死亡率が別表１及び別表２に掲げるものと異なる場合には、財政検証

における数理債務が、予定死亡率として別表１及び別表２に掲げるものを用

いて算定した数理債務を上回る額を上記の額から控除することができること。 
イ～ウ （略） 
（２）前記２の（２）に該当する場合 
年金経理から業務経理へ繰入れることができる額の限度額は、当該基金の業

務委託形態が基金と受託機関において定めるいわゆるⅡ型の基金であったと

した場合の業務委託報酬の額から当該基金の業務委託報酬の額を控除した額

に０．９を乗じた額と純資産額から責任準備金と給付改善準備金との合計額

を控除した額のいずれか低い額とすること。 
この場合において、当該限度額は、業務委託報酬は繰入れを行おうとする事

業年度の前事業年度の決算見込み額を用い、その他の基礎数値は繰入れを行

おうとする事業年度の予算編成時において確定している直前の財政検証又は

財政計算の結果を用いて算定すること。 
４ 繰入れの使途等 
（１） （略） 
（２）前記２の（２）に該当する場合 
年金数理に関する事務のうち年金数理に係る基礎資料の管理及び統計に関す

る事務ならびに給付金の支払いに関する事務を当該基金が自ら行うこととし

たことに起因して新たに必要となる経費にのみ充てるものとすること。また、

業務経理への繰入れは、経費を必要とする都度行なうこと。 
５～７ （略） 

ただし、直前の財政検証において数理債務の算定基礎とした予定死亡率が別

表１及び別表２に掲げるものと異なる場合には、財政検証における数理債務

が、予定死亡率として別表１及び別表２に掲げるものを用いて算定した数理

債務を上回る額を上記の額から控除することができること。 
イ～ウ （略） 
（２）前記２の（２）に該当する場合 
年金経理から業務経理へ繰入れることができる額の限度額は、当該基金の業

務委託形態が基金と受託機関において定めるいわゆるⅡ型の基金であったと

した場合の業務委託報酬の額から当該基金の業務委託報酬の額を控除した額

に０．９を乗じた額と純資産額から責任準備金と給付改善準備金との合計額

を控除した額のいずれか低い額とすること。 
この場合において、当該限度額は、業務委託報酬は繰入れを行おうとする事

業年度の前事業年度の決算見込み額を用い、その他の基礎数値は繰入れを行

おうとする事業年度の予算編成時において確定している直前の財政検証また

は財政計算の結果を用いて算定すること。 
４ 繰入れの使途等 
（１） （略） 
（２）前記２の（２）に該当する場合 
年金数理に関する事務のうち年金数理に係る基礎資料の管理および統計に関

する事務ならびに給付金の支払いに関する事務を当該基金が自ら行うことと

したことに起因して新たに必要となる経費にのみ充てるものとすること。ま

た、業務経理への繰入れは、経費を必要とする都度行なうこと。 
５～７ （略） 
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第８ 企業型年金の資産管理機関に資産の移換を行う場合の要件等 
１ 基金令第４１条の４第６号イ及びロの計算方法 
（１）基金令第４１条の４第６号イの計算した額は、規約変更日を基準日と

みなした場合における数理債務、最低責任準備金及び資産評価調整控除額の

合計額から資産評価調整加算額を控除した額であること。 
（２） （略） 
２ 規約の変更の認可申請を行う場合に必要な書類等 
（１） （略） 
（２）前記１の要件を満たしていることその他必要な事項を確認する書類と

して、別添２の様式一覧に定める書類を添付すること。この場合、基準日は、

規約変更の認可申請を行う月の前々月の末日以降の日とすること。 

 
３ 年金数理人の確認 
前記２の（２）の書類が、適正な年金数理に基づいて作成されていることに

ついて、前記第４の６の（２）の年金数理人の確認と併せて確認を得ること。 
 
第９ （略） 
第１０ 指定年金数理人 
（略） 
ア （略） 
イ 前記第４の６の（２）の確認及び署名押印並びに当該確認にあたっての

所見の記載 
ウ （略） 

第８ 企業型年金の資産管理機関に資産の移換を行う場合の要件等 
１ 基金令第４１条の４第６号イ及びロの計算方法 
（１）基金令第４１条の４第６号イの計算した額は、規約変更日を基準日と

みなした場合における数理債務及び資産評価調整控除額の合計額から資産評

価調整加算額を控除した額であること。 
（２） （略） 
２ 規約の変更の認可申請を行う場合に必要な書類等 
（１） （略） 
（２）前記１の要件を満たしていること及び移換加入員となるべき者の個人

別管理資産に充てる額が移換限度額以下であることその他必要な事項を確認

する書類として、別添２の様式一覧に定める書類を添付すること。この場合、

基準日は、規約変更の認可申請を行う月の前々月の末日以降の日とすること。 
３ 年金数理人の確認 
前記２の（２）の書類（移換限度額に関する部分を除く。）が、適正な年金数

理に基づいて作成されていることについて、前記第４の５の（２）の年金数

理人の確認と併せて確認を得ること。 
第９ （略） 
第１０ 指定年金数理人 
（略） 
ア （略） 
イ 前記第４の５の（２）の確認及び署名押印並びに当該確認にあたっての

所見の記載 
ウ （略） 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―21 
新 旧 

 

年 　  齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率

1 5歳    0 .0 0 0 3 0 4 1 歳    0 .0 0 1 0 7 6 7 歳    0 .0 1 1 9 8 9 3 歳    0 .1 2 4 6 4

1 6歳    0 .0 0 0 4 0 4 2 歳    0 .0 0 1 1 7 6 8 歳    0 .0 1 2 9 3 9 4 歳    0 .1 3 3 3 8

1 7歳    0 .0 0 0 5 2 4 3 歳    0 .0 0 1 3 0 6 9 歳    0 .0 1 4 0 5 9 5 歳    0 .1 4 2 3 4

1 8歳    0 .0 0 0 6 3 4 4 歳    0 .0 0 1 4 7 7 0 歳    0 .0 1 5 3 0 9 6 歳    0 .1 5 1 5 0

1 9歳    0 .0 0 0 6 9 4 5 歳    0 .0 0 1 6 8 7 1 歳    0 .0 1 6 6 5 9 7 歳    0 .1 6 0 8 7

2 0歳    0 .0 0 0 7 0 4 6 歳    0 .0 0 1 9 1 7 2 歳    0 .0 1 8 1 8 9 8 歳    0 .1 7 0 4 3

2 1歳    0 .0 0 0 6 6 4 7 歳    0 .0 0 2 1 1 7 3 歳    0 .0 1 9 9 5 9 9 歳    0 .1 8 0 1 8

2 2歳    0 .0 0 0 6 2 4 8 歳    0 .0 0 2 2 9 7 4 歳    0 .0 2 1 9 4 1 0 0 歳    0 .1 9 0 0 9

2 3歳    0 .0 0 0 5 9 4 9 歳    0 .0 0 2 5 2 7 5 歳    0 .0 2 4 1 2 1 0 1 歳    0 .2 0 0 1 7

2 4歳    0 .0 0 0 6 0 5 0 歳    0 .0 0 2 7 7 7 6 歳    0 .0 2 6 5 7 1 0 2 歳    0 .2 1 0 4 0

2 5歳    0 .0 0 0 5 9 5 1 歳    0 .0 0 3 0 7 7 7 歳    0 .0 2 9 3 1 1 0 3 歳    0 .2 2 0 7 6

2 6歳    0 .0 0 0 5 9 5 2 歳    0 .0 0 3 3 6 7 8 歳    0 .0 3 2 3 4 1 0 4 歳    0 .2 3 1 2 3

2 7歳    0 .0 0 0 5 9 5 3 歳    0 .0 0 3 6 3 7 9 歳    0 .0 3 5 6 6 1 0 5 歳    0 .2 4 1 8 0

2 8歳    0 .0 0 0 6 0 5 4 歳    0 .0 0 3 8 9 8 0 歳    0 .0 3 9 3 0 1 0 6 歳    0 .2 5 2 4 4

2 9歳    0 .0 0 0 6 1 5 5 歳    0 .0 0 4 2 3 8 1 歳    0 .0 4 3 3 6 1 0 7 歳    0 .2 6 3 1 5

3 0歳    0 .0 0 0 6 1 5 6 歳    0 .0 0 4 6 5 8 2 歳    0 .0 4 7 8 1 1 0 8 歳    0 .2 7 3 8 8

3 1歳    0 .0 0 0 6 1 5 7 歳    0 .0 0 5 1 1 8 3 歳    0 .0 5 2 5 5 1 0 9 歳    0 .2 8 4 6 3

3 2歳    0 .0 0 0 6 2 5 8 歳    0 .0 0 5 6 4 8 4 歳    0 .0 5 7 4 5 1 1 0 歳    0 .2 9 5 3 6

3 3歳    0 .0 0 0 6 3 5 9 歳    0 .0 0 6 2 7 8 5 歳    0 .0 6 2 9 9 1 1 1 歳 以 上 1 .0 0 0 0 0

3 4歳    0 .0 0 0 6 6 6 0 歳    0 .0 0 6 9 0 8 6 歳    0 .0 6 9 8 3

3 5歳    0 .0 0 0 7 0 6 1 歳    0 .0 0 7 5 3 8 7 歳    0 .0 7 6 9 1

3 6歳    0 .0 0 0 7 5 6 2 歳    0 .0 0 8 1 5 8 8 歳    0 .0 8 3 8 8

3 7歳    0 .0 0 0 8 1 6 3 歳    0 .0 0 8 7 3 8 9 歳    0 .0 9 1 0 2

3 8歳    0 .0 0 0 8 7 6 4 歳    0 .0 0 9 5 6 9 0 歳    0 .0 9 9 7 4

3 9歳    0 .0 0 0 9 2 6 5 歳    0 .0 1 0 4 2 9 1 歳    0 .1 0 7 8 1

4 0歳    0 .0 0 0 9 9 6 6 歳    0 .0 1 1 1 6 9 2 歳    0 .1 1 6 1 1

年齢  死亡率  年齢  死亡率  年齢  死亡率  年齢  死亡率  
15 歳  
16 歳  
17 歳  
18 歳  
19 歳  
20 歳  
21 歳  
22 歳  
23 歳  
24 歳  
25 歳  
26 歳  
27 歳  
28 歳  
29 歳  
30 歳  
31 歳  
32 歳  
33 歳  
34 歳  
35 歳  
36 歳  
37 歳  
38 歳  
39 歳  
40 歳  

0.00028  
0.00037  
0.00048  
0.00057  
0.00062  
0.00060  
0.00054  
0.00047  
0.00047  
0.00048  
0.00048  
0.00048  
0.00048  
0.00050  
0.00052  
0.00055  
0.00058  
0.00061  
0.00065  
0.00068  
0.00071  
0.00074  
0.00080  
0.00095  
0.00104  
0.00103  

41 歳  
42 歳  
43 歳  
44 歳  
45 歳  
46 歳  
47 歳  
48 歳  
49 歳  
50 歳  
51 歳  
52 歳  
53 歳  
54 歳  
55 歳  
56 歳  
57 歳  
58 歳  
59 歳  
60 歳  
61 歳  
62 歳  
63 歳  
64 歳  
65 歳  
66 歳  

0.00109  
0.00119  
0.00132  
0.00147  
0.00164  
0.00183  
0.00205  
0.00230  
0.00258  
0.00288  
0.00321  
0.00355  
0.00392  
0.00430  
0.00468  
0.00505  
0.00541  
0.00579  
0.00621  
0.00670  
0.00727  
0.00795  
0.00876  
0.00970  
0.01289  
0.01415  

67 歳  
68 歳  
69 歳  
70 歳  
71 歳  
72 歳  
73 歳  
74 歳  
75 歳  
76 歳  
77 歳  
78 歳  
79 歳  
80 歳  
81 歳  
82 歳  
83 歳  
84 歳  
85 歳  
86 歳  
87 歳  
88 歳  
89 歳  
90 歳  
91 歳  
92 歳  

0.01548  
0.01691  
0.01842  
0.01640  
0.01783  
0.01939  
0.02115  
0.02313  
0.02532  
0.02769  
0.03047  
0.03373  
0.03748  
0.04162  
0.04626  
0.05117  
0.05631  
0.06160  
0.06718  
0.07329  
0.07988  
0.08706  
0.09476  
0.10419  
0.11239  
0.12078  

93 歳  
94 歳  
95 歳  
96 歳  
97 歳  
98 歳  
99 歳  

100 歳  
101 歳  
102 歳  
103 歳  
104 歳  
105 歳  
106 歳  
107 歳  
108 歳  
109 歳  
110 歳  
111 歳以
上  

0.12937  
0.13815  
0.14711  
0.15626  
0.16556  
0.17503  
0.18464  
0.19438  
0.20423  
0.21418  
0.22422  
0.23431  
0.24444  
0.25459  
0.26473  
0.27482  
0.28485  
0.29478  
1.00000  

 

別表１ 
男子 

別表１ 
男子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―22 
新 旧 

 

年 　  齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率

1 5歳    0 .0 0 0 1 3 4 1歳    0 .0 0 0 5 3 6 7歳    0 .0 0 5 3 5 9 3歳    0 .0 9 4 7 4

1 6歳    0 .0 0 0 1 6 4 2歳    0 .0 0 0 5 8 6 8歳    0 .0 0 5 8 5 9 4歳    0 .1 0 2 5 2

1 7歳    0 .0 0 0 1 7 4 3歳    0 .0 0 0 6 5 6 9歳    0 .0 0 6 4 4 9 5歳    0 .1 1 0 2 0

1 8歳    0 .0 0 0 1 9 4 4歳    0 .0 0 0 7 3 7 0歳    0 .0 0 7 1 5 9 6歳    0 .1 1 8 1 7

1 9歳    0 .0 0 0 2 1 4 5歳    0 .0 0 0 8 0 7 1歳    0 .0 0 7 9 4 9 7歳    0 .1 2 6 1 3

2 0歳    0 .0 0 0 2 3 4 6歳    0 .0 0 0 8 9 7 2歳    0 .0 0 8 8 5 9 8歳    0 .1 3 4 1 0

2 1歳    0 .0 0 0 2 5 4 7歳    0 .0 0 0 9 9 7 3歳    0 .0 0 9 9 1 9 9歳    0 .1 4 2 0 6

2 2歳    0 .0 0 0 2 4 4 8歳    0 .0 0 1 0 9 7 4歳    0 .0 1 1 1 1 1 0 0歳    0 .1 5 0 0 1

2 3歳    0 .0 0 0 2 2 4 9歳    0 .0 0 1 2 0 7 5歳    0 .0 1 2 4 4 1 0 1歳    0 .1 5 7 9 6

2 4歳    0 .0 0 0 2 1 5 0歳    0 .0 0 1 3 1 7 6歳    0 .0 1 3 9 3 1 0 2歳    0 .1 6 5 8 8

2 5歳    0 .0 0 0 2 0 5 1歳    0 .0 0 1 4 2 7 7歳    0 .0 1 5 6 2 1 0 3歳    0 .1 7 3 7 8

2 6歳    0 .0 0 0 2 1 5 2歳    0 .0 0 1 5 4 7 8歳    0 .0 1 7 5 3 1 0 4歳    0 .1 8 1 6 6

2 7歳    0 .0 0 0 2 2 5 3歳    0 .0 0 1 6 6 7 9歳    0 .0 1 9 6 7 1 0 5歳    0 .1 8 9 5 1

2 8歳    0 .0 0 0 2 4 5 4歳    0 .0 0 1 7 8 8 0歳    0 .0 2 2 0 8 1 0 6歳    0 .1 9 7 3 3

2 9歳    0 .0 0 0 2 5 5 5歳    0 .0 0 1 9 2 8 1歳    0 .0 2 4 7 9 1 0 7歳    0 .2 0 5 1 2

3 0歳    0 .0 0 0 2 6 5 6歳    0 .0 0 2 0 9 8 2歳    0 .0 2 7 8 5 1 0 8歳    0 .2 1 2 8 6

3 1歳    0 .0 0 0 2 7 5 7歳    0 .0 0 2 2 9 8 3歳    0 .0 3 1 2 9 1 0 9歳    0 .2 2 0 5 6

3 2歳    0 .0 0 0 2 8 5 8歳    0 .0 0 2 5 1 8 4歳    0 .0 3 5 0 9 1 1 0歳    0 .2 2 8 2 1

3 3歳    0 .0 0 0 3 0 5 9歳    0 .0 0 2 7 8 8 5歳    0 .0 3 9 4 7 1 1 1歳    0 .2 3 5 8 1

3 4歳    0 .0 0 0 3 1 6 0歳    0 .0 0 3 0 7 8 6歳    0 .0 4 5 0 5 1 1 2歳    0 .2 4 3 3 5

3 5歳    0 .0 0 0 3 1 6 1歳    0 .0 0 3 3 4 8 7歳    0 .0 5 0 9 4 1 1 3歳    0 .2 5 0 8 3

3 6歳    0 .0 0 0 3 1 6 2歳    0 .0 0 3 5 2 8 8歳    0 .0 5 6 9 8 1 1 4歳    0 .2 5 8 2 4

3 7歳    0 .0 0 0 3 3 6 3歳    0 .0 0 3 8 3 8 9歳    0 .0 6 3 3 7 1 1 5歳    0 .2 6 5 5 9

3 8歳    0 .0 0 0 3 7 6 4歳    0 .0 0 4 1 8 9 0歳    0 .0 7 0 3 7 1 1 6 歳 以 上 1 .0 0 0 0 0

3 9歳    0 .0 0 0 4 2 6 5歳    0 .0 0 4 5 7 9 1歳    0 .0 7 8 1 1

4 0歳    0 .0 0 0 4 7 6 6歳    0 .0 0 4 9 5 9 2歳    0 .0 8 6 3 9

年齢 死亡率 年齢  死亡率 年齢  死亡率  年齢 死亡率 
15 歳 
16 歳 
17 歳 
18 歳 
19 歳 
20 歳 
21 歳 
22 歳 
23 歳 
24 歳 
25 歳 
26 歳 
27 歳 
28 歳 
29 歳 
30 歳 
31 歳 
32 歳 
33 歳 
34 歳 
35 歳 
36 歳 
37 歳 
38 歳 
39 歳 
40 歳 

0.00009  
0.00010  
0.00012  
0.00014  
0.00015  
0.00017  
0.00020  
0.00024  
0.00026  
0.00025  
0.00022  
0.00019  
0.00020  
0.00021  
0.00022  
0.00024  
0.00025  
0.00027  
0.00029  
0.00040  
0.00054  
0.00057  
0.00047  
0.00040  
0.00044  
0.00048  

41 歳 
42 歳 
43 歳 
44 歳 
45 歳 
46 歳 
47 歳 
48 歳 
49 歳 
50 歳 
51 歳 
52 歳 
53 歳 
54 歳 
55 歳 
56 歳 
57 歳 
58 歳 
59 歳 
60 歳 
61 歳 
62 歳 
63 歳 
64 歳 
65 歳 
66 歳 

0.00053  
0.00072  
0.00093  
0.00108  
0.00111  
0.00100  
0.00093  
0.00102  
0.00113  
0.00125  
0.00137  
0.00148  
0.00159  
0.00169  
0.00178  
0.00187  
0.00197  
0.00208  
0.00220  
0.00235  
0.00251  
0.00272  
0.00295  
0.00322  
0.00497  
0.00546  

67 歳  
68 歳  
69 歳  
70 歳  
71 歳  
72 歳  
73 歳  
74 歳  
75 歳  
76 歳  
77 歳  
78 歳  
79 歳  
80 歳  
81 歳  
82 歳  
83 歳  
84 歳  
85 歳  
86 歳  
87 歳  
88 歳  
89 歳  
90 歳  
91 歳  
92 歳  

0.00600  
0.00661  
0.00725  
0.00562  
0.00617  
0.00679  
0.00753  
0.00838  
0.00940  
0.01057  
0.01195  
0.01356  
0.01538  
0.01743  
0.01971  
0.02219  
0.02491  
0.02793  
0.03158  
0.03578  
0.04043  
0.04559  
0.05126  
0.05775  
0.06490  
0.07236  

93 歳 
94 歳 
95 歳 
96 歳 
97 歳 
98 歳 
99 歳 

100 歳 
101 歳 
102 歳 
103 歳 
104 歳 
105 歳 
106 歳 
107 歳 
108 歳 
109 歳 
110 歳  
111 歳 
112 歳  
113 歳  
114 歳  
115 歳  
116歳以
上 

0.07983  
0.08749  
0.09531  
0.10328  
0.11139  
0.11965  
0.12805  
0.13658  
0.14524  
0.15403  
0.16293  
0.17194  
0.18105  
0.19025  
0.19954  
0.20889  
0.21831  
0.22777  
0.23727  
0.24680  
0.25633  
0.26586  
0.27538  
1.00000  

 

女子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

女子 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―23 
新 旧 

 

年 　  齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率

1 5歳    0 .0 0 0 3 0 4 1歳    0 .0 0 1 4 0 6 7歳    0 .0 1 6 3 0 9 3歳    0 .1 9 1 3 9

1 6歳    0 .0 0 0 4 0 4 2歳    0 .0 0 1 5 3 6 8歳    0 .0 1 7 7 3 9 4歳    0 .2 0 4 2 1

1 7歳    0 .0 0 0 5 2 4 3歳    0 .0 0 1 7 1 6 9歳    0 .0 1 9 4 0 9 5歳    0 .2 1 8 7 9

1 8歳    0 .0 0 0 6 3 4 4歳    0 .0 0 1 8 9 7 0歳    0 .0 2 1 2 9 9 6歳    0 .2 3 2 9 1

1 9歳    0 .0 0 0 6 9 4 5歳    0 .0 0 2 1 4 7 1歳    0 .0 2 3 3 5 9 7歳    0 .2 4 9 2 3

2 0歳    0 .0 0 0 7 0 4 6歳    0 .0 0 2 4 1 7 2歳    0 .0 2 5 7 8 9 8歳    0 .2 6 4 2 2

2 1歳    0 .0 0 0 6 6 4 7歳    0 .0 0 2 6 3 7 3歳    0 .0 2 8 5 6 9 9歳    0 .2 7 9 4 9

2 2歳    0 .0 0 0 6 2 4 8歳    0 .0 0 2 8 9 7 4歳    0 .0 3 1 6 8 1 0 0歳    0 .2 9 5 1 6

2 3歳    0 .0 0 0 5 9 4 9歳    0 .0 0 3 1 6 7 5歳    0 .0 3 5 2 0 1 0 1歳    0 .3 1 1 2 0

2 4歳    0 .0 0 0 6 0 5 0歳    0 .0 0 3 4 9 7 6歳    0 .0 3 9 1 9 1 0 2歳    0 .3 2 7 6 4

2 5歳    0 .0 0 0 5 9 5 1歳    0 .0 0 3 8 7 7 7歳    0 .0 4 3 7 8 1 0 3歳    0 .3 4 4 3 8

2 6歳    0 .0 0 0 5 9 5 2歳    0 .0 0 4 2 5 7 8歳    0 .0 4 9 0 8 1 0 4歳    0 .3 6 1 2 9

2 7歳    0 .0 0 0 5 9 5 3歳    0 .0 0 4 6 2 7 9歳    0 .0 5 4 9 8 1 0 5歳    0 .3 7 8 1 8

2 8歳    0 .0 0 0 6 0 5 4歳    0 .0 0 5 0 0 8 0歳    0 .0 6 0 3 3 1 0 6歳    0 .3 9 5 3 4

2 9歳    0 .0 0 0 6 1 5 5歳    0 .0 0 5 4 4 8 1歳    0 .0 6 7 4 1 1 0 7歳    0 .4 1 2 3 9

3 0歳    0 .0 0 0 6 1 5 6歳    0 .0 0 5 9 6 8 2歳    0 .0 7 5 0 0 1 0 8歳    0 .4 2 9 9 5

3 1歳    0 .0 0 0 6 3 5 7歳    0 .0 0 6 5 7 8 3歳    0 .0 8 2 9 9 1 0 9歳    0 .4 4 7 5 3

3 2歳    0 .0 0 0 6 4 5 8歳    0 .0 0 7 3 0 8 4歳    0 .0 9 1 3 0 1 1 0歳    0 .4 6 8 8 3

3 3歳    0 .0 0 0 6 8 5 9歳    0 .0 0 8 1 3 8 5歳    0 .1 0 0 7 6 1 1 1 歳 以 上 1 .0 0 0 0 0

3 4歳    0 .0 0 0 7 4 6 0歳    0 .0 0 8 9 3 8 6歳    0 .1 1 1 1 3

3 5歳    0 .0 0 0 8 1 6 1歳    0 .0 0 9 9 0 8 7歳    0 .1 2 1 6 8

3 6歳    0 .0 0 0 8 8 6 2歳    0 .0 1 0 9 2 8 8歳    0 .1 3 1 9 2

3 7歳    0 .0 0 0 9 5 6 3歳    0 .0 1 1 9 5 8 9歳    0 .1 4 2 2 9

3 8歳    0 .0 0 1 0 4 6 4歳    0 .0 1 2 9 8 9 0歳    0 .1 5 4 9 9

3 9歳    0 .0 0 1 1 3 6 5歳    0 .0 1 4 0 0 9 1歳    0 .1 6 6 7 9

4 0歳    0 .0 0 1 2 6 6 6歳    0 .0 1 5 0 8 9 2歳    0 .1 7 8 9 3

年齢 死亡率 年齢 死亡率 年齢 死亡率 年齢 死亡率 
15歳以下 
16歳 
17歳 
18歳 
19歳 
20歳 
21歳 
22歳 
23歳 
24歳 
25歳 
26歳 
27歳 
28歳 
29歳 
30歳 
31歳 
32歳 
33歳 
34歳 
35歳 
36歳 
37歳 
38歳 
39歳 
40歳 

0.00028  
0.00037  
0.00048  
0.00057  
0.00062  
0.00060  
0.00054  
0.00047  
0.00047  
0.00048  
0.00048  
0.00048  
0.00048  
0.00050  
0.00052  
0.00055  
0.00058  
0.00061  
0.00065  
0.00068  
0.00071  
0.00074  
0.00080  
0.00095  
0.00104  
0.00130  

41歳 
42歳 
43歳 
44歳 
45歳 
46歳 
47歳 
48歳 
49歳 
50歳 
51歳 
52歳 
53歳 
54歳 
55歳 
56歳 
57歳 
58歳 
59歳 
60歳 
61歳 
62歳 
63歳 
64歳 
65歳 
66歳 

0.00141  
0.00154  
0.00170  
0.00188  
0.00208  
0.00232  
0.00257  
0.00285  
0.00315  
0.00349  
0.00385  
0.00425  
0.00466  
0.00506  
0.00548  
0.00590  
0.00636  
0.00683  
0.00734  
0.00791  
0.00862  
0.00944  
0.01046  
0.01160  
0.01281  
0.01405  

67歳 
68歳 
69歳 
70歳 
71歳 
72歳 
73歳 
74歳 
75歳 
76歳 
77歳 
78歳 
79歳 
80歳 
81歳 
82歳 
83歳 
84歳 
85歳 
86歳 
87歳 
88歳 
89歳 
90歳 
91歳 
92歳 

0.01536  
0.01677  
0.01825  
0.01988  
0.02164  
0.02361  
0.02579  
0.02821  
0.03102  
0.03423  
0.03813  
0.04274  
0.04805  
0.05393  
0.06068  
0.06832  
0.07678  
0.08569  
0.09540  
0.10552  
0.11566  
0.12606  
0.13678  
0.14959  
0.16023  
0.17111  

93歳 
94歳 
95歳 
96歳 
97歳 
98歳 
99歳 

100歳 
101歳 
102歳 
103歳 
104歳 
105歳 
106歳 
107歳 
108歳 
109歳 
110歳 
111歳以上 

0.18215  
0.19357  
0.20594  
0.21929  
0.23360  
0.24867  
0.26419  
0.27996  
0.29610  
0.31260  
0.32945  
0.34660  
0.36405  
0.38176  
0.39970  
0.41783  
0.43611  
0.45450  
1.00000  

 

別表２ 
男子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別表２ 
男子 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―24 
新 旧 

 

年 　  齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率 年    齢 死   亡   率

1 5歳    0 .0 0 0 1 3 4 1歳    0 .0 0 0 7 5 6 7歳    0 .0 0 6 5 6 9 3歳    0 .1 4 1 4 9

1 6歳    0 .0 0 0 1 6 4 2歳    0 .0 0 0 8 2 6 8歳    0 .0 0 7 2 2 9 4歳    0 .1 5 2 8 1

1 7歳    0 .0 0 0 1 7 4 3歳    0 .0 0 0 9 1 6 9歳    0 .0 0 8 0 0 9 5歳    0 .1 6 5 8 8

1 8歳    0 .0 0 0 1 9 4 4歳    0 .0 0 1 0 1 7 0歳    0 .0 0 8 9 7 9 6歳    0 .1 7 9 1 3

1 9歳    0 .0 0 0 2 1 4 5歳    0 .0 0 1 1 3 7 1歳    0 .0 1 0 0 8 9 7歳    0 .1 9 2 5 5

2 0歳    0 .0 0 0 2 3 4 6歳    0 .0 0 1 2 4 7 2歳    0 .0 1 1 4 4 9 8歳    0 .2 0 5 6 6

2 1歳    0 .0 0 0 2 5 4 7歳    0 .0 0 1 3 7 7 3歳    0 .0 1 3 0 3 9 9歳    0 .2 1 8 8 7

2 2歳    0 .0 0 0 2 4 4 8歳    0 .0 0 1 4 8 7 4歳    0 .0 1 4 8 5 1 0 0歳    0 .2 3 0 4 9

2 3歳    0 .0 0 0 2 2 4 9歳    0 .0 0 1 5 9 7 5歳    0 .0 1 6 9 0 1 0 1歳    0 .2 4 3 1 1

2 4歳    0 .0 0 0 2 1 5 0歳    0 .0 0 1 7 2 7 6歳    0 .0 1 9 2 3 1 0 2歳    0 .2 5 5 8 9

2 5歳    0 .0 0 0 2 0 5 1歳    0 .0 0 1 8 5 7 7歳    0 .0 2 1 9 3 1 0 3歳    0 .2 6 8 7 2

2 6歳    0 .0 0 0 2 1 5 2歳    0 .0 0 1 9 9 7 8歳    0 .0 2 5 1 9 1 0 4歳    0 .2 8 1 5 0

2 7歳    0 .0 0 0 2 2 5 3歳    0 .0 0 2 1 3 7 9歳    0 .0 2 8 9 8 1 0 5歳    0 .2 9 4 0 1

2 8歳    0 .0 0 0 2 4 5 4歳    0 .0 0 2 2 9 8 0歳    0 .0 3 2 2 5 1 0 6歳    0 .3 0 6 6 6

2 9歳    0 .0 0 0 2 5 5 5歳    0 .0 0 2 4 5 8 1歳    0 .0 3 6 8 7 1 0 7歳    0 .3 1 9 2 5

3 0歳    0 .0 0 0 2 6 5 6歳    0 .0 0 2 6 2 8 2歳    0 .0 4 2 0 4 1 0 8歳    0 .3 3 1 8 2

3 1歳    0 .0 0 0 2 8 5 7歳    0 .0 0 2 8 1 8 3歳    0 .0 4 7 7 6 1 0 9歳    0 .3 4 4 3 9

3 2歳    0 .0 0 0 3 2 5 8歳    0 .0 0 3 0 3 8 4歳    0 .0 5 4 0 6 1 1 0歳    0 .3 5 7 1 3

3 3歳    0 .0 0 0 3 6 5 9歳    0 .0 0 3 3 3 8 5歳    0 .0 6 1 4 0 1 1 1歳    0 .3 6 9 6 3

3 4歳    0 .0 0 0 3 8 6 0歳    0 .0 0 3 5 5 8 6歳    0 .0 6 9 7 5 1 1 2歳    0 .3 8 2 0 4

3 5歳    0 .0 0 0 3 9 6 1歳    0 .0 0 3 8 8 8 7歳    0 .0 7 8 5 0 1 1 3歳    0 .3 9 4 4 1

3 6歳    0 .0 0 0 4 3 6 2歳    0 .0 0 4 2 2 8 8歳    0 .0 8 7 4 5 1 1 4歳    0 .4 0 6 7 5

3 7歳    0 .0 0 0 4 8 6 3歳    0 .0 0 4 6 0 8 9歳    0 .0 9 6 8 0 1 1 5歳    0 .4 1 9 0 6

3 8歳    0 .0 0 0 5 5 6 4歳    0 .0 0 5 0 3 9 0歳    0 .1 0 6 9 1 1 1 6歳 以 上 1 .0 0 0 0 0

3 9歳    0 .0 0 0 6 2 6 5歳    0 .0 0 5 5 0 9 1歳    0 .1 1 7 9 4

4 0歳    0 .0 0 0 6 9 6 6歳    0 .0 0 6 0 0 9 2歳    0 .1 2 9 6 4

年齢 死亡率 年齢 死亡率 年齢 死亡率 年齢 死亡率 
15歳以下 
16歳 
17歳 
18歳 
19歳 
20歳 
21歳 
22歳 
23歳 
24歳 
25歳 
26歳 
27歳 
28歳 
29歳 
30歳 
31歳 
32歳 
33歳 
34歳 
35歳 
36歳 
37歳 
38歳 
39歳 
40歳 

0.00009  
0.00010  
0.00012  
0.00014  
0.00015  
0.00017  
0.00020  
0.00024  
0.00026  
0.00025  
0.00022  
0.00019  
0.00020  
0.00021  
0.00022  
0.00024  
0.00025  
0.00027  
0.00029  
0.00040  
0.00046  
0.00048  
0.00052  
0.00056  
0.00062  
0.00068  

41歳 
42歳 
43歳 
44歳 
45歳 
46歳 
47歳 
48歳 
49歳 
50歳 
51歳 
52歳 
53歳 
54歳 
55歳 
56歳 
57歳 
58歳 
59歳 
60歳 
61歳 
62歳 
63歳 
64歳 
65歳 
66歳 

0.00074  
0.00081  
0.00089  
0.00097  
0.00106  
0.00114  
0.00125  
0.00137  
0.00151  
0.00168  
0.00182  
0.00195  
0.00208  
0.00222  
0.00234  
0.00247  
0.00263  
0.00281  
0.00299  
0.00321  
0.00347  
0.00377  
0.00412  
0.00453  
0.00496  
0.00545  

67歳 
68歳 
69歳 
70歳 
71歳 
72歳 
73歳 
74歳 
75歳 
76歳 
77歳 
78歳 
79歳 
80歳 
81歳 
82歳 
83歳 
84歳 
85歳 
86歳 
87歳 
88歳 
89歳 
90歳 
91歳 
92歳 

0.00598  
0.00659  
0.00723  
0.00792  
0.00871  
0.00959  
0.01065  
0.01191  
0.01350  
0.01537  
0.01760  
0.02026  
0.02328  
0.02671  
0.03068  
0.03521  
0.04034  
0.04605  
0.05256  
0.05975  
0.06764  
0.07627  
0.08488  
0.09386  
0.10302  
0.11241  

93歳 
94歳 
95歳 
96歳 
97歳 
98歳 
99歳 

100歳 
101歳 
102歳 
103歳 
104歳 
105歳 
106歳 
107歳 
108歳 
109歳 
110歳 
111歳 
112歳 
113歳 
114歳 
115歳 
116歳以上 

0.12211  
0.13275  
0.14437  
0.15663  
0.16910  
0.18163  
0.19438  
0.20734  
0.22049  
0.23382  
0.24733  
0.26101  
0.27485  
0.28882  
0.30291  
0.31711  
0.33141  
0.34578  
0.36020  
0.37466  
0.38913  
0.40360  
0.41804  
1.00000  

 

女子 女子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―25 
新 旧 

 
別表３～別表４ （略） 
別添１ 勘定科目説明 

貸 借 対 照 表 
（年金経理）             （平成 年 月 日現在） 

資 産 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．純資産 
流動資産 
 
 
 
 
 
 
 
固定資産 

 
現金 
（略） 
未収政府負担金 

 
未収給付現価交

付金 
 
未収返納金 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 

 
 
未収給付現価交

付金 
（略） 
（略） 

 
（略） 
（略） 
 （略） 

 
  
当事業年度までの期間に係る給付現価交付金のうち未交

付のもの 
（略） 
（略） 

２．（略） （略） （略） （略） 

 
 
 
 

別表３～別表４ （略） 
別添１ 勘定科目説明 

貸 借 対 照 表 
（年金経理）             （平成 年 月 日現在） 

資 産 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．純資産 
流動資産 
 
 
 
 
 
 
 
固定資産 

 
現金 
（略） 
未収政府負担金 

 
 
 
 
未収返納金 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 

 
 
 
 
（略） 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 

 
  
 
 
（略） 
（略） 

２．（略） （略） （略） （略） 

 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―26 
新 旧 

 
３．基本金 
基本金 

 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
 前事業年度末において、流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額及び未償却過去勤務債務残高の合計額

が、流動負債、支払備金、過剰積立金残高、資産評価

調整控除額、数理債務、最低責任準備金、給付改善準

備金及び繰入準備金の合計額を下回っていた額から当

事業年度において処理した繰越不足金額を控除した額 
 
 当事業年度末において、流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額、未償却過去勤務債務残高及び繰越不

足金の合計額が、流動負債、支払備金、過剰積立金残

高、資産評価調整控除額、数理債務、最低責任準備金、

給付改善準備金、繰入準備金及び別途積立金の合計額

を下回る額 

 
 
 
 
 
 
 
 

３．基本金 
基本金 

 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
繰越不足金 
 
 
 
 
 
 
当年度不足金 

 
 
 前事業年度末において、流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額及び未償却過去勤務債務残高の合計額

が、流動負債、支払備金、過剰積立金残高、資産評価

調整控除額、数理債務、給付改善準備金及び繰入準備

金の合計額を下回っていた額から当事業年度において

処理した繰越不足金額を控除した額 
 
 当事業年度末において、流動資産、固定資産、資産

評価調整加算額、未償却過去勤務債務残高及び繰越不

足金の合計額が、流動負債、支払備金、過剰積立金残

高、資産評価調整控除額、数理債務、給付改善準備金、

繰入準備金及び別途積立金の合計額を下回る額 

 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―27 
新 旧 

 
負 債 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．純資産 
流動負債 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
未払拠出金 
未払運用報酬等 
 
 
 
 
 
 
未払業務委託費 
（略） 
政府負担金返納金

未払金 
給付現価交付金返

納金未払金 

 
未払特別法人税 
（略） 

 
（略） 

 
未払固有信託報酬 
 
未払固有保険事務費 
未払固有共済事務費 
 
（略） 
（略） 
（略） 
（略） 
 
 
給付現価交付金返

納金未払金 
（略） 
（略） 

 
 
 
 年金信託契約及び年金特定信託契約に係る当事

業年度までの固有の信託報酬のうち未払のもの 
 （略） 
 基金共済契約（一般勘定及び特別勘定）に係る

当事業年度までの固有の共済事務費のうち未払の

もの 
（略）  
（略） 
（略） 
（略） 
 
交付請求により交付金を受けたが、さかのぼって年金の

失権があったときなどで未返納のもの 
 
（略） 

 

負 債 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．純資産 
流動負債 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
未払拠出金 
未払運用報酬等 
 
 
 
 
 
 
未払業務委託費 
（略） 
政府負担金返納金

未払金 
 
 
 
未払特別法人税 
（略） 

 
（略） 

 
未払固有信託報酬 
 
未払固有保険事務費 
未払固有共済事務費 
 
（略） 
（略） 
（略） 
（略） 
 
 
 
 
（略） 
（略） 

 
 
 
 年金信託契約及び年金特定信託契約に係る解散

日までの期間の固有の信託報酬のうち未払のもの 
 （略） 
 基金共済契約（一般勘定及び特別勘定）に係る

当事業年度までの期間の固有の共済事務費のうち

未払のもの 
（略）  
（略） 
（略） 
（略） 
 

 
 

 
（略） 

 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―28 
新 旧 

 
支払備金 
過剰積立金 

（略） 
（略） 

（略） 
（略） 

（略） 
（略） 

２．資産及び負債の数理的評価   
 
 
給付債務 
 
 
 

資産評価調整控除

額 
 
数理債務 

 
 
 
最低責任準備金 
 

（略） 
 
 
 
数理債務 
 
 
 
最低責任準備金 

（略） 
 
 
 
  

３．基本金 
基本金 

 
給付改善準備金 
繰入準備金 
別途積立金 

 
（略） 
（略） 
 
別途積立金 

 
 
 
 
 前事業年度末において、流動資産、固定資産、資産評価調整加算額及

び未償却過去勤務債務残高の合計額が、流動負債、支払備金、過剰積立

金残高、資産評価調整控除額、数理債務、最低責任準備金、給付改善準

備金及び繰入準備金の合計額を上回っていた額に当事業年度において

積み増した額を加え、取り崩した額を控除した額 

 

支払備金 
過剰積立金 

（略） 
（略） 

（略） 
（略） 

（略） 
（略） 

２．資産及び負債の数理的評価   
 
 
給付債務 
 
 
 

資産評価調整控除

額 
 
数理債務 

 
 
 
 
 

（略） 
 
 
 
数理債務 
 
 
 
 

（略） 
 
 
 
 翌事業年度以降の期間に係る給付費の予想額の

現価から標準掛金収入現価及び政府負担金現価の

合計額を控除した額 

３．基本金 
基本金 

 
給付改善準備金 
繰入準備金 
別途積立金 

 
（略） 
（略） 
 
別途積立金 

 
 
 
 
 前事業年度末において、流動資産、固定資産、資産評価調整加算額及

び未償却過去勤務債務残高の合計額が、流動負債、支払備金、過剰積立

金残高、資産評価調整控除額、数理債務、給付改善準備金及び繰入準備

金の合計額を上回っていた額に当事業年度において積み増した額を加

え、取り崩した額を控除した額 

 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―29 
新 旧 

 
 

 当年度剰余金 
 

 
当年度剰余金 

 
 当事業年度末において、流動資産、固定資産、資

産評価調整加算額、未償却過去勤務債務残高及び繰

越不足金の合計額が、流動負債、支払備金、過剰積

立金残高、資産評価調整控除額、数理債務、最低責

任準備金、給付改善準備金及び繰入準備金及び別途

積立金の合計額を上回る額 

 
損 益 計 算 書 

自 平成 年 月 日 
（年金経理）                 至 平成 年 月 日 
 

費 用 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．経常収支 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

２．特別収支 （略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

 

 

 当年度剰余金 
 

 
当年度剰余金 

 
 当事業年度末において、流動資産、固定資産、資

産評価調整加算額、未償却過去勤務債務残高及び繰

越不足金の合計額が、流動負債、支払備金、過剰積

立金残高、資産評価調整控除額、数理債務、給付改

善準備金及び繰入準備金及び別途積立金の合計額

を上回る額 

 
損 益 計 算 書 

自 平成 年 月 日 
（年金経理）                 至 平成 年 月 日 
 

費 用 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．経常収支 
 

（略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

２．特別収支 （略） 
 

（略） 
 

（略） 
 

 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―30 
新 旧 

 
３．数理的評価の変動   
資産評価調

整減額 
給付債務増

加額 
 
 
 
 
未償却過去

勤務債務減

少額 

（略） 
 
 
数理債務増加額 
 
最低責任準備金増

加額 
 
（略） 
 

（略） 
 
 
 
数理債務増加額 
 
最低責任準備金増

加額 
（略） 
 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

４．基本金 
（略） 

 
（略） 
 

 
（略） 
 

 
（略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

３．数理的評価の変動   
資産評価調

整減額 
給付債務

増加額 
 
 
 
 
未償却過去

勤務債務減

少額 

（略） 
 
 
数理債務増加額 
 
 
 
 
（略） 
 

（略） 
 
 
 
数理債務増加額 
 
 
 
（略） 
 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

４．基本金 
（略） 

 
（略） 
 

 
（略） 
 

 
（略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―31 
新 旧 

 
収 益 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．経常収支 
掛金収入等 
（略） 
負担金 
 
 
運用収益 

 
（略） 
（略） 
政府負担金 
給付現価交付金 
 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 
 
給付現価交付金 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 
  
当事業年度に係る給付現価交付金 

（略） 

２．特別収支 （略） （略） （略） 

３．数理的評価の変動   
資産評価調

整増額 
給付債務減少額 
 
 
 
 
未償却過去勤

務債務増加額 

（略） 
 
 
数理債務減少額 
 
最低責任準備金減少額 

 
（略） 

（略） 
 
 
 
数理債務減少額 
 
最低責任準備金減少額 
（略） 

（略） 
 
 
 
 
 
 
（略） 

２．基本金 （略） （略） （略） 

収 益 勘 定 

大分類 中分類 

科目 科目 

小分類 摘要 

１．経常収支 
掛金収入等 
（略） 
負担金 
 
 
運用収益 

 
（略） 
（略） 
政府負担金 
 
 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 
 
 
（略） 

 
（略） 
（略） 
（略） 
  
 
（略） 

２．特別収支 （略） （略） （略） 

３．数理的評価の変動   
資産評価調

整増額 
給付債務減少額 
 
 
 
 
未償却過去勤

務債務増加額 

（略） 
 
 
数理債務減少額 
 
 
 
（略） 

（略） 
 
 
 
数理債務減少額 
 
 
（略） 

（略） 
 
 
 
 
 
 
（略） 

２．基本金 （略） （略） （略） 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―32 
新 旧 

 
別添２ 
様式①～様式③－ア （略） 
様式③―イ 総括表（合併設立及び分割設立用） 

  
数理債務＋最低責任準備金 （略） 

  
 
様式③ーウ 総括表（再計算及び変更計算（一般）用） 

  
数理債務＋最低責任準備金 （略） 

  
 
様式③ーエ 総括表（変更計算（合併）用） 

  
数理債務＋最低責任準備金 （略） 

  
 
様式③ーオ 総括表（変更計算（分割）用） 

  
数理債務＋最低責任準備金 （略） 

  
 

別添２ 
様式①～様式③－ア （略） 
様式③―イ 総括表（合併設立及び分割設立用） 

 
 
 
 

様式③ーウ 総括表（再計算及び変更計算（一般）用） 
 
 
 
 

様式③ーエ 総括表（変更計算（合併）用） 
 
 
 
 

様式③ーオ 総括表（変更計算（分割）用） 

 
 
 
 

 

  
数理債務 （略） 

  

  
数理債務 （略） 

  

  
数理債務 （略） 

  

  
数理債務 （略） 

  



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―33 
新 旧 

 

 
 
合  計  （  ～  ）  
掛 金 等 収 入  
 うち特例掛金（第４の３の(8)）  
受 換 金  
制 度 間 受 換 金  
負 担 金  
運 用 収 益  
特 別 収 入  
受 入 金  
資 産 評 価 調 整 増 額  
給 付 債 務 減 少 額  
未償却過去勤務債務増加額  
準 備 金 戻 入 金  

収 
 
 
益 
 
 
勘 
 
 
定 

別 途 積 立 金 取 崩 額  
当年度不足金（①－）  

 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

 

 
 
合  計  （  ～  ）  
掛 金 等 収 入  
 うち特例掛金（第４の３の(8)）  
受 換 金  
制 度 間 移 換 金  
負 担 金  
運 用 収 益  
特 別 収 入  
受 入 金  
資 産 評 価 調 整 増 額  
給 付 債 務 減 少 額  
未 償 却 過 去 勤 務 債 務 増 加 額  
準 備 金 戻 入 金  

収 
 
 
益 
 
 
勘 
 
 
定 

別 途 積 立 金 取 崩 額  
当年度不足金（①－）  

 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 

 

様式③－カ～様式③－カ’ （略） 
様式③ーカ”  総括表（変更計算（積立水準確保(3)）用） 
（略） 
※２ 初年度は、法附則第３２条第１項等の認可を受けた時に作成した積立

計画における初年度とすること。 
（略） 
（２）選択一時金の支給の停止 
（略） 
 

様式③ーキ 総括表（変更計算（特例掛金（第４の３の（8））用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式③－カ～様式③－カ’ （略） 
様式③ーカ”  総括表（変更計算（積立水準確保(3)）用） 
（略） 
※２ 初年度は、法附則第３０条第１項の認可を受けた時に作成した積立計

画における初年度とすること。 
（略） 
（２）年金受給権者の選択により老齢年金給付にかえて支給することができ

る一時金の支給の停止 
（略） 
様式③ーキ 総括表（変更計算（特例掛金（第４の３の（8））用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―34 
新 旧 

 
様式④－ア～様式⑤ （略） 
様式⑥－ア 掛金算出基礎（再計算､変更計算（一般）､新設､合併設立及び分

割設立用） 
１．計算基準時点における加入員等の年齢別分布表 
（１） 加入員の年齢別、加入員期間別分布 
 

64 
 
65 
66 
67 
68 
69～ 

 
 
 
（略） 

（略） （略） 
（２）（略）  
２．基礎率算定表 
（１） （略） 
（２）脱退率 
     グループ区分（       ） 
 ① 算出の基礎となる加入員数等 

64 
65 
66 
67 
68 
69～ 

 
 
 
（略） 

（略） （略） 
 

様式④－ア～様式⑤ （略） 
様式⑥－ア 掛金算出基礎（再計算､変更計算（一般）､新設､合併設立及び分

割設立用） 
１．計算基準時点における加入員等の年齢別分布表 
（１） 加入員の年齢別、加入員期間別分布 
 

64～ 
 

（略） 

計 （略） 

 
 
 
（２） （略） 
２．基礎率算定表 
（１） （略） 
（２）脱退率 
     グループ区分（       ） 
 ① 算出の基礎となる加入員数等 
 

64～ 
 
 

（略） 

（略） （略） 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―35 
新 旧 

 

算定基礎となったデータ 
年齢 加入員 

（勤続）期間 
年齢の範囲 人数 報酬の平均 

粗製 
報酬 
指数 

決定 
報酬 
指数 

前回の 
報酬 
指数 

 
  

         人 
 

         円 
 

   

 
  

 
（略） 

    

 
64 
65 
66 
67 
68 
69～ 

～ 
～ 
～ 
～ 
～ 
～ 
 

～ 
～ 
～ 
～ 
～ 
～ 
 

          
 

        
 

 
 

 
 

 
 

平均   
［昇給指数（報酬）の算定方法］ 

［将来の報酬変動の見込み］ 

 

算定基礎となったデータ 
年齢 加入員 

（勤続）期間 
年齢の範囲 人数 報酬の平均 

粗製 
報酬 
指数 

決定 
報酬 
指数 

前回の 
報酬 
指数 

 
  

         人 
 

         円 
 

   

 
  

 
（略） 

    

 
64～ 
 

～ 
 

～ 
 

          
 

        
 

 
 

 
 

 
 

平均   
［昇給指数（報酬）の算定方法］ 

［将来の賞与の見込み］ 

 

② 算定結果 
 

64 
65 
66 
67 
68 
69～ 

 
 
 
（略） 

（略） （略） 
 
 
（３）－１ 昇給指数（報酬） 
   グループ区分（       ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 算定結果 
 

 
 
 
 

 
 
 
（３）－１ 昇給指数（報酬） 
   グループ区分（       ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

64～ 
 
 

（略） 

（略） （略） 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―36 
新 旧 

 
（３）－２ 昇給指数（賞与） 
   グループ区分（       ） 
 

64 
65 
66 
67 
68 
69～ 

 
 
 
（略） 

（略） （略） 
 
（４） （略） 
３．掛金率算定表 
（１）基本部分 

   
標 準 掛 金 率 （ 規 約 上 ） R 
算定用標準掛金率（M i n（Ⓠ，Ⓡ）） S 
標 準 掛 金 収 入 現 価 （ N × S ） T 
代 行 部 分 過 去 給 付 現 価 U 
最 低 責 任 準 備 金 V 
A － H － T － U ＋ V W 
数 理 上 資 産 額 X 
 うち､別途積立金として留保する額 Ⓨ 

  
未償却過去勤務債務残高（W－X＋Ⓨ） Ⓩ 
特 別 掛 金 （ 規 約 上 ） 
（ 予 定 償 却 期 間   年  月 ） ⓐ 

（略） 

  

（３）－２ 昇給指数（賞与） 
   グループ区分（       ） 
   

 
 
 
 

 
 
（４） （略） 
３．掛金率算定表 
（１）基本部分   

 
標 準 掛 金 率 ( 規 約 上 ) R 
標 準 掛 金 収 入 現 価 ( N × R ) S 
A － H － S T 
数 理 上 資 産 額 U 

 う ち ､ 別 途 積 立 金 と し て 留 保 す る 額 V 

  
未償却過去勤務債務残高 ( T ―U ＋V ) W 
特 別 掛 金 （ 規 約 上 ） 
( 予 定 償 却 期 間   年  月 ) X 

  
 
 

64～ 
 
 

（略） 

（略） （略） 

（略） 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―37 
新 旧 

 
（２）～（４） （略） 
様式⑥－イ～様式⑧ （略） 
様式⑨ 
１～４ （略） 
５ 昇給指数（賞与）の算定に関する事項 
６～７ （略） 
 
 
様式⑩ 責任準備金及び最低積立基準額の明細書（共通） 
１ 数理債務 
（１） 基本部分 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）（略） 
 

（２）～（４） （略） 
様式⑥－イ～様式⑧ （略） 
様式⑨ 
１～４ （略） 
５ 昇給指数（賞与）に関する事項 
６～７ （略） 
 
  
 
様式⑩ 責任準備金及び最低積立基準額の明細書（共通） 
１ 数理債務 
（１） 基本部分 
 
  

（略） 
標準掛金収入現価 ( ⑭× ⑱ ) ⑲ 
特 例 掛 金 収 入 現 価 ⑳ 

数理債務 ( ①＋⑳－⑧－⑲ )  
（略） 

（略） 
 
 
（２）（略） 
 
 

（略） 
標 準 掛 金 率 （ 規 約 上 ） ⑱ 

算定用標準掛金率（Min(⑰,⑱)） ⑲ 

標準掛金収入現価（⑭×⑲） ⑳ 
代 行 部 分 過 去 給 付 現 価  
特 例 掛 金 収 入 現 価  
数理債務（①＋ －⑧－⑳－ ）  

（略） 

（略） 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―38 
新 旧 

 

（単位：千円）  
 数 理 債 務 ①  
 未 償 却 過 去 勤 務 債 務 残 高 ②  
 資 産 評 価 調 整 控 除 額 ③  
 資 産 評 価 調 整 加 算 額 ④  
 責 任 準 備 金 （ ① － ② ＋ ③ － ④ ） ⑤  

 

（単位：千円）  
 最低責任準備金 ①  

合計（③－④＋⑤－⑥） ②  

数理債務 ③  

未償却過去勤務債務残高 ④  

資産評価調整控除額 ⑤  

プ
ラ
ス
ア
ル
フ
ァ
部
分 資産評価調整加算額 ⑥  

 責任準備金（①＋②） ⑦  
 

（３）合計 
（略） 
（注）１ （ア）＝基本部分：④＋⑤＋⑥＋⑦－⑪－⑫－⑬－ 

加算部分：④＋⑤＋⑥＋⑦ 
      ２ （イ）＝基本部分：－（ア） 

加算部分：⑮－（ア） 
（略） 
２～３ （略） 
４ 責任準備金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）合計 
（略） 
（注）１ （ア）＝基本部分：④＋⑤＋⑥＋⑦－⑪－⑫－⑬ 

加算部分：④＋⑤＋⑥＋⑦ 
      ２ （イ）＝基本部分：－（ア） 

加算部分：⑮－（ア） 
（略） 
２～３ （略） 
４ 責任準備金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―39 
新 旧 

 

                               （単位：千円） 
 計 男  子 女  子 
計    

現 在 加 入 員    
年 金 受 給 者    
受 給 待 期 脱 退 者    

 
（分割及び権利義務の移転の認可申請においては次の様式により作成） 

（単位：千円） 
 計 男 子 女 子 

計  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

現 在 加 入 員  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

年 金 受 給 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

受 給 待 期 脱 退 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

（注）（ ）には、分割設立する基金又は権利義務を移転する事業所の加入員等に係る最低責任準備
金を記入すること。 

（１）前年度末最低責任準備金 
                              （単位：千円） 

前年度末最低責任準備金（前年度決算計上額） Ａ  
前年度末未払金及び未収金相当額 Ｂ  
平成１１年９月末最低責任準備金 

（第１号・第２号） 
Ｃ  

免除保険料 
（第３号～第３号の４） 

Ｄ  

再加入者に係る代行給付の現価相当額 
（第５号～第５号の４） 

Ｅ  

代行給付相当額 
（第７号～第８号の４） 

Ｆ  

中途脱退者に係る代行給付の現価相当額 
（第９号～第９号の４） 

Ｇ  

計
上
超
過
額
及
び
計
上
不
足
額 
給付現価交付金 
（第１１号） 

Ｈ  

前年度末最低責任準備金 Ｉ  
（注）Ｉ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ－Ｆ－Ｇ＋Ｈ 

 

 
５ 最低責任準備金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５ 最低責任準備金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―40 
新 旧 

 

（２）年度末最低責任準備金 
 免除保険料 

 
 
第３号～第３
号の４ 

① 

再加入者に係る
代行給付の現価
相当額 
第５号～第５
号の４ 

② 

代行給付相当額 
 

 
第７号～第８
号の４ 

③ 

中途脱退者に係
る代行給付の現
価相当額 
第９号～第９
号の４ 

④ 

最低責任準備金 
 
（月末） 
 

 
⑤ 

前年度末     Ｉ 

４月      

５月      

６月      

７月      

８月      

９月      

10月      

11月      

12月      

１月      

２月      

３月     Ｊ 
 給付現価交付金 Ｋ 
 当年度末未払金及び未収金相当額 Ｌ 
 最低責任準備金（当年度末） Ｍ 

備考 

  （注） ⑤＝前月末の⑤×（１＋ｒ）
n
＋①＋②－③－④ 

      ｒ＝平成１１年厚生省告示第１９２号第１１項に定める利率（年率） 
      ｎ＝当該月の日数／３６５ 
      Ｍ＝Ｊ＋Ｋ－Ｌ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―41 
新 旧 

 

（３）分割日の前日の最低責任準備金 

（分割の認可申請及び当該事業年度に分割があった基金の決算において作成） 

ア 分割日の前日における分割前基金の最低責任準備金の額 

           千円 

イ 按分率（Ｂ／Ａ）＝                

ウ 分割日の前日における分割前基金の最低責任準備金のうち分割後基金に係る額 

ア×イ＝             千円 

エ 代行給付の現価相当額 
（単位：千円） 

 計 男子 女子 

計 Ａ 
（ Ｂ    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

現 在 加 入 員  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

年 金 受 給 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

受給待期脱退
者 

 
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

（注）（ ）には、分割により当該基金（分割の認可申請を行う場合においては
分割により設立される基金）が支給に関する義務を承継する者に係る代行
給付の現価相当額を記入。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―42 
新 旧 

 

（３）の２ 権利義務の移転日の前日の最低責任準備金 

（権利義務の移転又は承継の認可申請及び当該事業年度に権利義務の移転又は承継があった基金の決算に
おいて作成） 

ア 権利義務の移転日の前日における当該基金の最低責任準備金の額 
           千円 

イ 権利義務の移転日の前日における移転基金の最低責任準備金の額 
           千円 

ウ 按分率（Ｂ／Ａ）＝                

エ 権利義務の移転日の前日における当該基金の最低責任準備金のうち当該基金に係る額 

当該基金が移転基金の場合：ア－イ×ウ 
当該基金が承継基金の場合：ア＋イ×ウ 

＝             千円 

オ 移転基金に係る代行給付の現価相当額 
（単位：千円） 

 計 男 子 女 子 

計 Ａ 
（ Ｂ    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

現 在 加 入 員  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

年 金 受 給 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

受給待期脱退者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

（注）（ ）には、権利義務を移転する者に係る代行給付の現価相当額を記入。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―43 
新 旧 

 
６ 過去期間代行給付現価  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）過去期間代行給付現価 
（単位：千円） 

 計 男 子 女 子 
計    

現 在 加 入 員    

年 金 受 給 者    

受給待期脱退

者 
   

 
（分割及び権利義務の移転の認可申請時においては次の様式により作成） 

（単位：千円） 
 計 男 子 女 子 

計 Ａ 
（ Ｂ    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

現 在 加 入 員  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

年 金 受 給 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

受給待期脱退者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

（注）（ ）には、分割設立する基金又は権利義務を移転する事業所の
加入員等に係る過去期間代行給付現価相当額を記入すること。 

 
（２）過去期間代行給付現価と最低責任準備金との比較 

（単位：千円） 
過去期間代行給付現価（Ａ）  
最低責任準備金（Ｂ）  
（Ａ）÷２－（Ｂ）  
（Ｂ）－（Ａ）×１．５  

 
（分割及び権利義務の移転の認可申請時においては次の様式により作成） 

 
（単位：千円） 

過去期間代行給付現価（Ａ）  
（               ） 

最低責任準備金（Ｂ）  
（               ） 

（Ａ）÷２－（Ｂ）  
（               ） 

（Ｂ）－（Ａ）×１．５  
（               ） 

（注）（ ）には、分割設立する基金又は権利義務を移転する事業所の加入員等に係る過去

期間代行給付現価相当額を記入すること。 



厚生年金基金の財政運営について（平成８年６月２７日年発第３３２１号）新旧対照表―44 
新 旧 

 

（単位：千円） 
最低責任準備金 ①  

合計（③＋④＋⑤） ②  
現在加入員 ③  
年金受給者 ④  

プラスアルファ部分 

受給待期脱退者 ⑤  
最低積立基準額（①＋②） ⑥  

  最低積立基準額の算定に用いた予定利率：     ％  

 （分割及び権利義務の移転の認可申請においては次の様式により作成）  
                                    （単位：千円） 

最低責任準備金 ①  
（ ） 

合計（③＋④＋⑤） ②  
（ ） 

現在加入員 ③  
（ ） 

年金受給者 ④  
（ ） 

プラスアルファ部分 

受給待期脱退者 ⑤  
（ ） 

最低積立基準額（①＋②） ⑥  
（ ） 

   最低積立基準額の算定に用いた予定利率：     ％ 

  （注）（ ）には、分割設立する基金又は権利義務を移転する事業所の加入員等に 
係る最低積立基準額を記入すること。 

 

                           （単位：千円）    
       計    男  子    女  子 

      計    
現 在 加 入 員    
年 金 受 給 者    
受 給 待 期 脱 退 者    

    

（分割及び権利義務の移転の認可申請においては次の様式により作成） 
（単位：千円） 

 計 男子 女子 

計  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

現 在 加 入 員  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

年 金 受 給 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

受 給 待 期 脱 退 者  
（    ） 

 
（    ） 

 
（    ） 

   最低積立基準額の算定に用いた予定利率：     ％  

（注）（ ）には、分割設立する基金又は権利義務を移転する事業所の加入員等に係る最低積立基準
額を記入すること。 

７ 最低積立基準額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 最低積立基準額 
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（１）積立上限超過額の算出 
（単位：千円） 

数理上資産額 ①  

原始数理債務（注１）に１．５を乗じて得た額 ②  

最低積立基準額に１．５を乗じて得た額 ③  

第３の７の（１）の①により算定した原始数理債務

に１．５を乗じて得た額 
④  

積立上限超過額（①の額から③と④のいずれか大き

い額を控除した額） 
⑤  

（注１） 次回の財政再計算までに発生する積立不足の予想額を算定している場合にあっ

ては、当該積立不足の予想額を控除したものとする。 
（注２） ①の額が②と③のいずれか大きい額を下回る場合にあっては、④の額を計算す

ることを要しない。（次の（２）は記入不要） 
 

（１）積立上限超過額の算出 
（単位：千円） 

数理上資産額 ①  

数理債務（注１）に１．５を乗じて得た額 ②  

最低積立基準額に１．５を乗じて得た額 ③  

第３の７の（１）の①により算定した数理債務に 
１．５を乗じて得た額 

④  

積立上限超過額（①の額から③と④のいずれか大き

い額を控除した額） 
⑤  

（注１） 次回の財政再計算までに発生する積立不足の予想額を算定している場合にあっ

ては、当該積立不足の予想額を控除したものとする。 
（注２） ①の額が②と③のいずれか大きい額を下回る場合にあっては、④の額を計算す

ることを要しない。（次の（２）は記入不要） 
 

８ 期末保有資産額 
（略） 
９ 許容繰越不足金 
（略） 
１０ 積立水準の検証 
（略） 
１１ 積立上限額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 期末保有資産額 
（略） 
８ 許容繰越不足金 
（略） 
９ 積立水準の検証 
（略） 
１０ 積立上限額 
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（２）積立上限額の計算 
（ａ）基本部分                                          （金額単位：千円） 

 合計 男子 女子 
合 計 （ ② ～ ⑦ ） ①    

給

付

現

価 

将 来 加 入 員 
現在加入員（将来分） 
現在加入員（過去分） 
年 金 受 給 者 
受 給 待 期 脱 退 者 
そ の 他 の 受 給 者 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

   

合 計 （ ⑨ ～ ⑬ ） ⑧    政
府
負
担
金
現
価 

将 来 加 入 員 
現在加入員（将来分） 
現在加入員（過去分） 
年 金 受 給 者 
受 給 待 期 脱 退 者 

⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 

   

 計（⑮,⑯） ⑭    
標準給与現価 現在加入員 

将来加入員 
⑮ 
⑯    

標 準 掛 金 率 （ 規 約 上 ） ⑰    
標準掛金収入現価（⑭×⑰） ⑱    
原始数理債務（①－⑧－⑱） ⑲    
財 政 方 式  
備考 
 

（２）積立上限額の計算 
（ａ）基本部分                                          （金額単位：千円） 

 合計 男子 女子 
合 計 （ ② ～ ⑦ ） ①    

給

付

現

価 

将 来 加 入 員 
現在加入員（将来分） 
現在加入員（過去分） 
年 金 受 給 者 
受 給 待 期 脱 退 者 
そ の 他 の 受 給 者 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

   

合 計 （ ⑨ ～ ⑬ ） ⑧    政
府
負
担
金
現
価 

将 来 加 入 員 
現在加入員（将来分） 
現在加入員（過去分） 
年 金 受 給 者 
受 給 待 期 脱 退 者 

⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 

   

 計（⑮,⑯） ⑭    
標準給与現価 現在加入員 

将来加入員 
⑮ 
⑯    

標 準 掛 金 率 （ 規 約 上 ） ⑰    
標準掛金収入現価（⑭×⑰） ⑱    
数理債務（①－⑧－⑱） ⑲    
財 政 方 式  
備考 
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（ｂ）加算部分                                           （金額単位：千円） 
   合        計   

合 計 （ ② ～ ⑦ ） ①    

給

付

現

価 

将 来 加 入 員 
現在加入員（将来分） 
現在加入員（過去分） 
年 金 受 給 者 
受 給 待 期 脱 退 者 
そ の 他 の 受 給 者 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

   

 計（⑨､⑩） ⑧    
給 与 現 価 現在加入員 

将来加入員 
⑨ 
⑩ 

   

標 準 掛 金 率 （ 規 約 上 ） ⑪    
標準掛金収入現価（⑧×⑪） ⑫    
原始数理債務（①－⑫） ⑬    
財政方式  
備考 
 

 

（ｂ）加算部分                                           （金額単位：千円） 
   合        計   

合 計 （ ② ～ ⑦ ） ①    

給

付

現

価 

将 来 加 入 員 
現在加入員（将来分） 
現在加入員（過去分） 
年 金 受 給 者 
受 給 待 期 脱 退 者 
そ の 他 の 受 給 者 

② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

   

 計（⑨､⑩） ⑧    
給 与 現 価 現在加入員 

将来加入員 
⑨ 
⑩ 

   

標 準 掛 金 率 （ 規 約 上 ） ⑪    
標準掛金収入現価（⑧×⑪） ⑫    
数 理 債 務 （ ① － ⑫ ） ⑬    
財政方式  
備考 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ｃ） （略） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ｃ） （略） 
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新 旧 

 
責任準備金及び最低積立基準額の明細書付属書 （略） 
様式⑪～様式⑬ （略） 
 
様式⑭－ア 

企業型年金の資産管理機関への資産の移換に係る必要事項 
（申請時に積立不足がない場合） 

１．厚生年金基金の積立状況（平成 年 月 日現在） 
（略） 
２．移換額の確認 
移換額に本人拠出を原資とする部分が含まれていないこと 
（略） 
 
 
 
 
様式⑭－イ 

企業型年金の資産管理機関への資産の移換に係る必要事項 
（申請時に積立不足がある場合） 

（略） 
２．移換額の確認 
移換額に本人拠出を原資とする部分が含まれていないこと 
（略） 
 
 
 
様式⑮～様式⑯ （略） 

責任準備金及び最低積立基準額の明細書付属書 （略） 
様式⑪～様式⑬ （略） 
 
様式⑭－ア 

企業型年金の資産管理機関への資産の移換に係る必要事項 
（申請時に積立不足がない場合） 

１．厚生年金基金の積立状況（平成○○年○月○日現在） 
（略） 
２．移換額の確認 
（１）すべての移換対象者の移換額が移換限度額を下回っていること 
移換額を移換限度額で除して得た率の最大値と最小値 
最大値となる者の値     （１以下であること） 
最大値となる者の値     （０以上であること） 
（２）移換額に本人拠出を原資とする部分が含まれていないこと 
（略） 
様式⑭－イ 

企業型年金の資産管理機関への資産の移換に係る必要事項 
（申請時に積立不足がある場合） 

（略） 
２．移換額の確認 
（１）すべての移換対象者の移換額が移換限度額を下回っていること 
移換額を移換限度額で除して得た率の最大値と最小値 
最大値となる者の値     （１以下であること） 
最大値となる者の値     （０以上であること） 
（２）移換額に本人拠出を原資とする部分が含まれていないこと 
（略） 
様式⑮～様式⑯ （略） 


